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経過措置により、要支援2が要介護1へ、要介護3・．4が4・5へシフト  

要介護度別認定率の推移平成20年4月～21年8月  
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平成18年4月の要介護度再編成により、軽度認定が中度認定へ移行  

第1号被保険者の認定率推移 全国  
一■－要介護2～3  ー要支援～要介護1   ー■－要巨介言董4～5  ⊂＝】総言忍定率  
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出所＝厚生労働省「介護保険状況報告」各年度版・各月専任より試乱   
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軽度要介護者は2割強が重度化しているが、重度でも1割前後が軽度化  

年間継続受給者における要介護（要支援）状況の変化割合  

平成20年4月一→平成21年3月  

圃軽度化口維持田重度化   

要支援1  
∩＝2545千人  

要支援2  
∩＝2328．4千人  

経過的要介護  
∩＝0．7千人  

要介護1  
n＝2477．7千人  

要介護2  
∩＝546、4千人  

要介護3  

∩＝485．9千人  

要介護4  

∩ニ3791．1千人  

要介護5  

∩＝2728千人  

0％  10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％  100％  

資料出所：厚生労働省「平成20年度介護給付費実態調査報告」n＝Z，745．5千人   



平成18年4月の介護報酬改定以降、受給者の介護度が重度化  

年間継続受給者における要介護度重度化割合の推移  

0．0％  

平成15年3月  平成16年3月  平成17年3月  平成18年3月  平成19年3月  平成20年3月  平成21年3月  
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要支援1～．要介護1は3割近くがサービス未利用重度は入院による未利用が大半  

要支援一要介護認定者のサービス利用状況平成21年4月サービス分  

［：：コサービス未利用者数－◆一認定者総数  ス  受給者数⊂コ地域密着型サービ  ⊂：コ居宅サービス  

1，000．000  

17％   
19％  
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未利用の理由は、軽度は本人・家族で対応、重度は病院入院によるものが多い  

要介護別に見たサービス未利用の理由（複数回答）  

一●・・・－受けたいサービスがない－－●－その他・不詳  ＿●一利用者負担が払えない   一トー要介護者本人で何とかやっていける  ◆家族介護で何とかやっていける  

4．4％  

0．0％   

要介護2  
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認定率の地域格差は大きい軽度は利用意向、重度は高齢者元気度の指標か  
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加齢に伴い要支援・要介護認定率は上昇一後期高齢者は前期高齢者の6倍  

年齢階層別要介護認定者数・認定率 平成19年10月  

＿●ト・・総書忍定率・－ト要介言窒3～5認定率  2 ⊂：：コ要介護3■■肝要介護4｝■■要介吾隻5  ⊂：：：：コ要介言隻  ■経過的要介≡漫⊂：コ要介詫1  ⊂＝コ自立騨要支援1匠辺要支援2  人口  
単位   
9000000  

罰   03％   049i   00％   05％   
＿．L＿   

支援1  要支援2  経渦的要  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5  総認定率  65～70歳   

70～75歳   93．5％  09％  10％   00％   11％   1，2％   0．9％   0，7％   0．6％   6．5％  

75～80歳   8％   23％  22％   00％   26％   2．3％   1．9％   1，5％   1．3％   14．2％  

439〈   01％   55％   4．6％   3．8％   3．0％   2．7％   28．3％   

5．8％   0．1％   9．7％   10．0％   9．6％   8．7％   7．8％   56．3％   
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佐賀県が元気高齢者地掛大阪府が軽度の利用意向が最も高い  
（高齢人口を5歳刻みで補正して指数化）  

重
度
認
定
率
指
数
（
要
介
護
3
～
5
）
 
 
 



在宅のサービス利用は1種類のみが49％、重度でも55％が2種類以下  

要介護3～5の居宅受給者のサービス利用種類数  
平成21年9月審査分  

要支援1～要介護5の居宅受給者のサービス利用種類数  
平成21年9月審査分  

4種類以上．5．7％  
4  

1種類，48．7％  

2種類，33．9％  

注＝介護保険施設1寺定施臥グループホーム小規模多機能等の利用者は含まない。  
温料出所．厚生労働省統計情報部  

注介護保険施設・特定施臥グループホーム小規模多機能等の利用者は含まない。  
資料出所厚生労働省統計作報部  
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在宅の要介護高齢者は、要介護度に応じたサービスを提供されていない  

在宅の認定者におけるサービス給付単位数の分布 平成20年4月審査分  

■給付単位数一支給限度額  

要支援1   

居宅サービス利用者 32．5万人  
未利用着  2I7万人  
未利用串  39．5％   

要介護2   

利用者 5ヰ．9万人  

未利用モ．1万人  

未利用率39．5％   

要介護1   

利用者 53．0万人  
未利用者14，8万人  
未利用串 柑．0％  

要介護3   要介護4  要介護5   

利用者ゝ39．三万人利用者 之3．5万人 利用者14．6万人  
未利用者 4′5万人未利用者 4．8万人 未利用者 8．6万人  
未利用率 39．5％未利用串 7．95％ 未利用率 一7．35％  

要支援2   

利用者 413万人  
未利用者ZO．5万人  
未利用串 328％  
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保険者ヰ業者別に見たケアプラン費用額の分布  

10400鼠位   

S社  
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要支援1．2はほぼ正常、要介護3から認知症自立度Ⅲ以上が増加  

要介護度別に見た認知症自立度の割合平成21年  n＝79・261人  
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＜国際比較1＞ 介護保障の国際比較と日本の将来  

介護に関する社会保障給付の国民所得に占める割合 2003年  

日本  アメリカ  イギリス  ドイツ  フランス スウェーデン   

2003年   2003年  2003年  2003年   2003年  2003年   

2006年度 2015年度 2025年度  

日本の将来推計  
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＜国際比較2＞ 日本の介護保険は「賛沢」に創られている  

日独仏韓の在宅給付の比較  

－▲一独一現金給付支給限度紘  －◆一独一現物2012年－  壬 独一現物給付限度額   三 日本一支給限度額  

↓韓一支給限度崩  し」8本一平均利用顔（平成20年4月） －●一独一現金2012年～  
2007年12月現在－◆一仏一平均給付   ニ 仏一個別自立手当  

ーl   



16  
＜国際比較3＞施設の介護費用は部分給付の国が多い  

日独仏韓の施設給付の比較   

ニ 日本一グループホーム  

十仏一施設 自立手当＋県負担  
＝ 日本一特定施設  

÷韓一施設  
一「▲一日一老健  一－◆一日一療養  

－－－独一施設  －◆一独－2012年～  ⊂：：：：：：：コ日一特養    ＝  

独一特に過酷  要介吾妻5   要介護4  要介護3  要介護2  要介護1  
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＜認定業務について＞  

制度改正一介護報酬改定により認定が重度にシフトする傾向が見られる 地域格差もきわめて大きい  

J  

認定業務が窓意的に運用されている疑いがある  

J  

正確かつ公正な認定業務が求められる  

1  

主治医一訪問調査員・認定審査会を通した認定関係者の質向上が必要  

（少なくとも担当ケアマネジャーによる訪問調査はやめるべきではないか）  
；こ1  

＜認知症ヰ重度認定者のサービス重視＞  

認知症自立度Ⅱ以上は要介護1以上、手間のかかるⅢ以上は要介護3以上  

-1 

要介護度に対応した在宅サービスが提供されていない  

土  

地域包括ケアシステムの構築が必要  

＜要支援は保険給付になじむのか＞  

「平成19年度介護保険事業状況報告」によれば、保険者別に見た要支援1・2および経過的要介護の認定率（高齢者に占め  
る割合）は、最大什8％、最小0．0％となっている。また、いくつかの保険者による高齢者悉皆調査によれば、要支援レベルの  
高齢者は未認定者を含めて、高齢者の8％程度を占めている。  

しかし、実際の認定率は4．3％であり、さらにサービス利用率は2．6％となっている。つまり、要支援レベルの高齢者のうち、3  
分の2程度はサービスを必要としていない。要支援だけでなく、自立レベルでも生活援助サービスを必要とするケースは、当然  
存在するが、それは保険給付ではなく、社会福祉施策のカテゴリーではないか。  
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参考資料2  樋口委員提出資料  

介護保険制度改定に向けて   

要介護認定に対する意見  

「高齢社会をよくする女性の会」調査の結果力＼ら一  

2010年1月15日  

NPO法人高齢社会をよくする女性の会  

理事長 樋 口 恵 子   

介護保険制度施行10年、制度は普及し利用も拡大・定着しているものの、2  

度にわたる改正を経て利用者・関係者から不満の声が上がっている。   

次回の制度改正を機に、どうすれば「わかりやすく使いやすい介護保険」にな  

れるか、さらに「頼りになる愛される介護保険」になれるか、国民的論議を展開  

する時期にある。   

私たち「高齢社会をよくする女性の会」は昨年11月、4テ都道府県の会員（と  

くに介護保険関係者）にアンケートを行い、各地域における介護保険制度の実態、  

問題点について解答を求めた。今後の検討課題と論点整理の1資料としてご参考  

に提出するものである。  

1調査の 目 的   

全国における介護保険の利用状況と関係者の意見を徴し、次回介護保険制度改  

定に向けての議論に資するため。  

2調査対象・調査事項等  

（1）調査対象・対象数  

利用者本人、家族、介護職員、ケアマネジャー、事業者、  

医師、市議会議員、民生委員、病院等相談員、元教員など 349名  

年代は60代（約1／3）をピークに二十代から90代まで多岐にわたる）  

（2）調査地域：全国  

（3）調査時期：2009年11月  

（4）調査方法：郵送調査（自記式、ごく一部に聞き取りあり）   

（5）調査事項：  

①支給限度額を上げたほうがよいか。  

②訪問介護の生活援助は、介護保険の給付から外してもよいか。  

③高齢者の「終の住みか」は、住み慣れた家か施設か。  

④要介護認定はやめて、専門家がチェックする仕組みがよいか。  

⑤ 介護職員の待遇改善と資格・研修制度、介護費用の増大と国民負担、  

地方分権と標準的介護サービス、要支援と要介護の異なる窓口、  

地域包括支援センターのあり方、加算減算書類の山など  

1   



問「要介護認定はやめて、サービス担当者会議などにおいてケアマネジャー  

ら専門家がチェックすればよい」といった意見があります 要介護認定につい  

て、あなたはどのように思われますか。   

また、要介護認定基準への不満や困ったことなどはありますか。   

意見を次の3つに分類し一部を掲載。  

1要介護認定は必要  

2 不要とは言わないが、問題あり  

3 要介護認定より担当者会議などでチェックを  

1要介護認定は必要  

（1）家 族  

① 現状でよい。介護専門職だけでは公平、平等性が心配。  

（70歳代 女性 鳥取県101歳の母を在宅で介護）  

② 必要と思うが、普段の様子を把握しているケアマネジャー等専門家が   

介護認定時に立ち会い、決めて欲しい。 （50歳代女性東京都家族）  

（2）事業者、ケアマネジャー  

① 要介護認定はあったほうがよい。サービス担当者たちに決められた場合、   

不公平になりかねない。  （60歳代女性栃木県事業者）  

② 必要なサービスが受けられるなら認定は不要。だが、施設にとぅては介護   

度の高い人ほど手間がかかるので必要。（60歳代女性広島県ケアマネ）  

③ 認定制度は、全国一律にするためにも必要。但し昨今の厚労省の迷走はい   

ただけない。決めたことはそれを通すべき。（男性 茨城県 事業者）  

④ 現状のままでよい。担当者会議などでの介護認定ではいくらでも操作でき  

てしまう。調査員の質を良くするべき。（30歳代女性宮城県ケアマネ）  

（3） 医 師  

① 要介護認定は必要。ただし、基準の見直しが必要。医師の診断一意見書を   

重視して欲しい。 （60歳代 男性宮城県在宅療養支援診療所の医師）  

2  
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2不要とは言わないが、問題あり  

（1）家族、利用者本人   

① 弟は立ち上がり座ることトイレに行くこ■とはできるが重症の肺気腫があり   

外出できない。入退院を繰り返しているが、要支援1だった。誰のために認定   

調査を行うのかと怒りを覚える。  （80歳代女性埼玉県家族）  

② 利用者の実態を知らないままの表面的な調査やそれに基づく審査は、利用   

者本位の原則を無視している。 （80歳代女性高知県 事業者・利用者）  

（2）事業者、ケアマネジャー   

① 権限と責任をもってサービスを決定できるケアマネジャーは（自分を含め）   

育成できていないと思う。 現在の認定基準の曖昧さには不満。  

（40歳代男性鳥取県地域包括支援センターケアマネジャー）  

② かつて認定委員を引き受けた経験では、各々の立場から審査検証する作業   

であるはずが、ルールにとらわれて審議を尽さず、結論を出さなければノル   

マが達成出来なかった。審査会の費用が有効に使われていないことと責任の   

拡散行為ではないかと思った。   （60歳代女性沖縄県施設長）  

③ 要介護認定は大変な金と時間を要しているにもかかわらず、審査員は   

情報を十分把握していない。  （70歳代女性滋賀県事業者）  

（3）民生委員、元教師等  

（∋ 要介護認定に、ケアマネジャーやヘルパー・介護福祉士など介護現場の専  

門職が、もっと関わること。認定基準に関しても同様である。  

（70歳代女性京都府元短大介護福祉士養成専攻の教員）  

（∋ 認定事務にかかる時間や経費を考えると、他によい方法があればと思う  

（60歳代 女性 神奈川県 民生委員）  

③ 介護度で計るプランは人権無視とも思える。一つの指標として担当者会議   

があることは必須と考えている。その為には地域包括の役割が大きいはずだ   

が巧く機能していない。担当部署の取り組み方は市民・現場の思いと帝離し   

ている。（60歳代女性大阪府地域包括支援センター運営協議会委員）   



3要介護認定より担当者会議などでチェックを  

（1）家 族   

① 要介護認定のとき主観が多々入るように思う。いっも接しているケアマネ   

ジャー ら専門家のチェックのほうがよい。（60歳代女性鳥取県家族）  

② 要介護認定はやめて欲しい。当事者を中心にケアマネ、ホームヘルパー、医   

師等による担当者会議で行って欲しい。（80歳代女性鹿児島県家族）  

③ 認定審査会は無用。きちんと訓練されたケアマネらによるサービス担当者   

会議でチ ェックするほうがよい。  （60歳代女性三重県家族）  

④ サービス担当者会議に大賛成、ただし、正直、善意、客観的に判断できる   

人ばかりで構成されればの話。  （60歳代女性福岡県家族）  

（2）事業者、介護職員  

① 不服申請はあっても無いに等しい。サービス担当者会議などにおいてケア   

マネら専門家がチェックすればよい。（60歳代女性神奈川県介護職員）  

② 在宅生活上意味のない質問がある。ケアマネらの専門家がチェックすれば   

よい。  （60歳代女性神奈川県訪問介護事業所）  

③ 要介護認定は不要。状態が変化した時点でケアマネが変更中話すればよい。  

調査費、医師等への費用が多すぎる。（60歳代女性和歌山県介護職員）  

（3）医 師   

① 要介護認定をなくし上限額をなくす。必要なサービスを必要なだけ使えるよ  

（男性 50歳代 男性 鹿児島県 医師）  

そ の 他  

☆認定基準変更に利用者が混乱。行政も対応に努力を。（30歳代女性埼玉県事業者）  

☆「厚労省の通知があったから」「自治体からの指示があったから」で、本人の状態が悪   

いにもかかわらず介護度が変更した。困っている。（80歳代女性鹿児島県家族）  

☆7段階の介護認定を簡略化、若しくは廃止。  （40歳代 男性 東京都 事業者）  

☆要介護認定とケアマネも必要か否か見直すべき。（60歳代女性東京成年後見人）  

．血   
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本調査のねらい   

本調査は、要介護認定審査会における審査委員に対して行った調査である。2009年  

10月から要介護認定調査におけるマニュアルが変更となり、その経過を把握するため  

に行った。新基準による影響は、実際のデータが明らかとならなければ結論づけられな  

いが、二次判定を下す要介護認定審査会の審査委員の印象を把握することは、一定の状  

況を理解できるLと考え本調査を行った。   

なお、調査期間は（2009年11月28日～12月18日）とし、多くの審査委員に意見  

を何うことができた。確かに、調査期間が短時間であり、対象者数（審査委員）や地域  

性に偏りがあるとの批判は承知している。しかし、この時期、審査委員の意見を一定程  

度、把握する意義はあると判断し本調査を公表することとした。   

本調査が、現場実態を把握する一助となれば幸いである。なお、本調査にご協力いた  

だいた、審査委員等の方々には、心からお礼を申し上げたい。特に、それぞれの自治体  

関係者には、多大なご協力をいただき重ねて感謝申し上げたい。   

2010年1月4日（月）  

淑徳大学准教授 結城康博  

助手 本多敏明  
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1．調査概要   

東京都、千葉県、京都県、大分県における自治体に協力を依頼して、要介護認定審査会  

の審査委員に対してアンケート調査を行った（調査期間：2009年11月28日～12月18  

日）。主に、新要介護認定における新基準（2009年卿こ尋ねた。  

最終的には、310名の審査委員の方から回答を得た。この回答が得られたのは、東京都（91  

名）、千葉県（37名）、京都府（152名）、大分県（30名）である（協力自治体名は、匿名  

を前提としたため公表せず）。なお、本調査は、あくまでも審査委員個人の印象を把握した  

ものに過ぎないため、地域差や職種差などを踏まえた分析は不可能である。  

2．調査結果  

（D（2009年改定版）  における一次判定の印象  

一次判定の印象において、（2009年改訂版）と（2009年改定前）を比べると、軽度化の  

傾向は是正されているとの印象を受けた審査委員が8苦りを占めている（①及び②Lしかし、  

その軽度化は是正されていない印象を持っている（②）審査  （2006年基準）と比べると、  

委員が6割を超える。  

（   田（手軽度化傾向は是正された   

ぼ戻った）。変化はない。  

国（∋多少、軽度化は是正されたが、2006年基準に   
比べると軽度化される  

臼③重度化傾向にある（2006年基準と比べて）  

ロ④わからない  

＼ 63．9％  

図－1要介護認定における2009年改訂版の一次判定の印象（N＝310）   

②当面の対応にちいて   

審査委員の意向としては、多少の対応は必要だが、当面、（2009年改定版）で対処できる  

との意見が6割であり、「早急な抜本的見直しを必要とする」（25．5％）を上回った。  

2．9％  

題 は解決されたの  で、次回（2012年頃見込   国①当面、問  
み）の改正で、大幅に見直せばいい。  

鮭②もう少し、研修強化や追加通知等（解釈、FQA）の対処   
は必要だが、当面の大幅改正は不要である  

田③やはり、問題が多いので、早急に抜本的改正（判断基   
華やシステム改修など）が必要である  

ロ④わからない   

■⑤その他  

図－2 今後の対応についての審査委員の意見（N＝310）   



③二次判定における非該当出現率（2009年改定版と2009年改定前を比較して）  

「少なくなった」が約3割  審査委員の意見としては、二次判定における非該当出現率は、   

で、⊥多くなった」と印象を持っている2割を上回っている。しかし、変わらないも284％  

となっている。  

匿①少なくなった  

宙②変わらない  

国③多くなった  

□④わからな  

図一3 二次判定における非該当出現率の審査委員の印象（N＝310）  

④業務量と特記事項を比較して   

2009年改定版における審査委員の負担と認定調査員による特記事項については、以下の  

とおりであった。  

表－1 審査委員の負担2006年基準と比較して  N＝310  

（か軽くなった   3．9％  （12）   

②少し、軽くなった   10．3％  （32）   

③重くなった   26．1％  （81）   

④負担は変わらない   50．6％  （157）   

無回答   9．0％  （28）   

表－2  審査委員の負担2009年改定前と比較して  N＝310  

（か軽くなった   4．2％  （13）   

②少し、軽くなった   15．5％  （48）   

③重くなった   10．6％  （33）   

④負担は変わらない   59．0％  （183）   

無回答   10．6％  （33）  

l   



表－3 特記事項の記載分量：（2006年基準と比べて）  N＝310  

①少なくなった   4．5％  （14）   

②変わらない   40．0％  （124）   

③多くなった   41．9％  （130）   

④わからない   13．5％  （42）   

表－4 特記事項の記載内容：（2006年基準と比べて）  N＝310  

（争不十分である   11，0％  （34）   

（∋変わらない   41，3％  （128）   

③充実した   28．4％  （88）   

④わからない   18．4％  （57）   

無回答   1．0％  （3）   

3．考察とまとめ  

′二P2009年改訂前と2009年改訂版の比較   

今回の調査結果から、一次判定における2009年改訂前と2009年改訂版の差異は理解で  

きるであろう。つまり、2009年改定版によって、一次判定に関して軽度化の傾向は是正さ  

れていると推測できる（図－1）。また、非該当の出現率も「少なくなった」との印象を抱  

いている審査委員が、「多くなった」を上回っていた（図－2）。   

その意味では、2009年改定版が、それなりに軽度化の是正に有効であると考えられるが、  

要介護認定は最終的には二次判定で決定されるため、今後の公式デー タを見ないと何とも  

いえない。   

なお、㈱て2006年基準と2009年改言丁版を比較した場合、元に戻っている  

かは不透明であり、今後の公式データに注視する必要がある  

（∋今後の対応について   

審査委員の意見としては、当面は晒細芯し、いずれ抜本的な見直しを期待  

している意見が 多かった（図－2）。   

本調査では、公式データが明確になっていない以上、審査委員の印象を理解するにとど  

まるが、少なくとも現在、2009年10月以前と比べて「軽度化の傾向」は是正されたと考  

えられる。   

しかも、当面は、このままのシステムで、何らかの対応は必要であるものの業務上問題  

ないとの意見が6割を占めた。その意味では、今後、2012年の制度改正で、抜本的な要介  

護認定システムの議論を期待したい。   

その課題は、㈱することができる。あ  

くまでも、㈱積してこおり、いずれは大幅な改  

正が必要であるとの意見が多かった。   



4，自由意見（各審査委員の表記に則っており、表記の統一はあえて行っていない）  

（D調査項目の判定基準について  

・「麻痺・拘縮」の確認動任について疑義あり。危険を伴うことやその動作で麻痩・拘縮の   

判断はできないという専門職からの意見もある。  

・1群におけるマビ、拘締がどうしても甘くなってしまい、現状をうまく表現できないと思  

います。  

・私は歯科医師ですが、摂食、柿下機能の評値が少ないと思います。  

・認定基準を「介護の手間」のみに限定せず、「状態像」を判断材料として残すべきと考え   

ます。  

・改訂後の調査項目の中でいえば、嗣理、買い物など若い時から全く家事の習慣が無い人   

に対しては、正しい判断基準の指標とはなりにくいと思われる。  

・一群の麻痺・拘縮について、4月以前は、「筋力低下」でもチェックを入れることができ   

たが、現在は基準が厳しくなったため、チェックが入れられない。  

・股関節の拘締は、仰向けに寝た状態もしくは座位で瑚開けば、「制限なし」   

となってしまうが、実際のおむつ交換の介護では「25センチ程度」では交換にあたって   

手間がかかり、事実上困難。「25センチ程度」という基準は厳しすぎる。大人のおむつ交   

換では「40センチ以上」開かないと難しいはず。  

・二畔の「外出の頻度」はきわめて不評な項目です。「週1回以上」から「月1回未満」に   

すると、1ランク～2ランク軽くなってしまう。これは、外出頻度が減ると、「動かなく   

なる」ので介護の手間が少なくなるという発想からだと思われるが、社会的な常識から   

すると、身体状況が低下して閉じこもりがちになるということなので、逆に要介護度が   

重くなる 

・「適切な介護の判断」という項目は、調査員の介護に対する「思し1で、ばらつきが生じ   

やすい。かつての「能力勘案」咽ているということもあり、わかりやすい。   

②軽度化を肯定する意見  

・重い判定が出るようにケアマネ・家人、そして本人までもが訴えている現状があるので、   

少々、軽く判定されても妥当と思われる。  

・サービスを使用しないが、何かあった時のために申請する人がけっこういる。   

③2009年改定版に関して問題があるとの意見  

・軽度化の傾向は変わらず、審査委員の負担も多くなっている。早急な改正が必要。  

・新基準になってもロジックは変わらないので、軽度化されることは変わらないでヰ。利   

用者への理解に力を入れて欲しいです。  

・地域や審査会の間のバラツキが大きくなっている印象を受ける。  

・独居で頑張っておられる方と、施設支援を受けておられる方の評価が平準化されている   

とは思われません。  

・一次判定ロジックそのものの考え方を根本的に改めないと、小手先だけの調査判断基準  

「  ‾lド  ，■   



の見直しでは、そんなに変化しないのではないか。  

・厚労省が示す「審査会で勘案してはいけない点」として（前回の介護度、自立度、状態  

像など）指摘されていますが、経年的に暮らしている人を継続的に判断できず、輪切り  

で判断してよいのか！実際の審査会では過去との比較で状態がどうなっているのか勘  

案せざるをえません。だから審査会で意見を述べる暗も「厚労省はこう申していますが、  

～です」と指示の矛盾を感じながら審査を行っているのが実状です。  

・調査項目は現在の74項目のままでよいが、判断基準は甜06年に完全に戻すべきと考え   

る。また、調査の判断基準は「改訂版」により変更されたが、樹形ロジックそのものに  

は変更がなく⊥次判定は依然として軽度に判定される感があり、問題として残ったまま   

であると思う。  

・「買い物」「調理」など、もともと行ったことがない人も全介助、行っていた人ができな   

くなった場合も全介助。できなくなった場合を問う内容を考えるべきではないでしょう   

か。  

・一次判定ソフト  も無駄である。二次判定についての判断基準が審査  をこれ以上改定して   

会としてしっかりしていれば、一次判定はおおよその目安で十分である。  

トヘの反映がされていないと思われる。このままなのであ   ・認知については一次判定ソフ  

れば、せめて審査会資料のなかに自立度の組み合わせによる出現率をいれてほしい。  

・一次判定で在宅が軽度、施設が重度に出る傾向がある。  

・中間評価項目が7群から5群になって、新しい状態像の例を復活して欲しい。  

・H21年10月基準はわずかの改善で（マヒの評価をもとに戻した）程度しか感じられない。   

介護保険制度開始当初から認定審査に従事しているが、一次判定の基準を変化させられ   

ると審査に混乱が生じるため、十分な根拠の提示と理由の説明の上で行って欲しかった。  

・H21年4月に全国の認定の均一化を狙った改正であったように感じるが、都市と地方で   

は要介護者の置かれている状況は異なり、各自治体に適切なサービスが提供されるよう   

独自に判断していくことが重要と考える。介護サービスの公平・公正な提供のための認   

定システムとするためには、利用者に希望、ケアマネの判断に基づき、利用者と利害関   

係のない調査員が調査して、問題のあるケースのみ審査会にかける部分審査で十分と考   

える。  

・軽度の動ける人の認知症における介護の手間が、一次判定では反映されていないよう   

に思われる。  

・全国的な平準化が当初の改正の目的だったと認識していたが、審査会の判断により結果   

に差が出る。一次判定結果の内容も疑問があり、㈱こ欠ける。  

・1次判定で「立ち上がり」か「つかまり立ち」1箇所のチェックのみで要支援1となり、   

それ以上にチェックがつくと反対に非該当となってしまう。そのような不可解な1次判   

定がまだある。特記や具体的記載内容からの二次判定の変更という点については、審査   

会としては大変になった部分もあるが、審査員の方々が以前よりよく資料を読み込んで   



きてくれるようになったので充実してきている。  

・すべて全介助、認知面等判断不能、経管栄養＝・…というような状態の方は、一次判定が  

介護度4と出ることが多く、状態に変化がないのに介護度が下がるという結果の方の不  

服に対しての説明が難しく苦慮しました（詳しく文書で説明しているものがないので）。  

・チェックが多めでの非該当、もしくは認知Ⅱレベル以上（調査員・意見書とも）での支  

援1など1次判定で疑問に思う点は残っている。  

（参費用について  

・状態の変化が見られないにもかかわらず改定の影響でサービス内容が変化するシステム   

は納得されるものではない。厚労省は責任を持ち、「保険者への依頼」「保険者の判断」   

という論調を撤回すべきだ。保険者である自治体に対し、認定業務に係る財政的支援も   

検討いただきたい。  

・要介護認定業務にこれだけのお金と労力を費やすのは見直すべきだと思います。認定調   

査というマニュアル化されている業務は民間で行うべきと考えます。  

・現行の認定はコスト・時間ともにかかりすぎである。また有効期間が短いことにより、   

継続的なサービス利用に支えられた生活を営むことが難しいと思われる。  

・1次判定を充実させる方向で2次の審査会にかかる費用・手間が大である。介護保険費用   

とすると問題である。  

・要介護認定業務に、 これだけのお金と労力を費やすのは見直すべきだと思います。  

（9認定調査員や主治医意見書に関する意見  

・主治医意見書の平準化が必要と考えます。  

・瑚思う。そのためにも三次判定の状態像をはっきりさせるような   

国としての考え方を出して欲しい。  

・主治医意見書の記載を、もっとわかりやすいものにしてほしい。  

・調査結果の根拠を特記事項に多く記載されている傾向がある。しかし、結果だけでは分   

からない「介護者の負担な部分」㈱参考とはなりにくい。  

・調査員の力量で認定結果が左右される。主治医意見革も不備が多く、介護保険を理解し   

ていない先生によるものがある。  

・参考指標や組み合わせがなくなったぶん、特記事項や主ず台医意見書のみでは判断しかね   

る。個人的にはあまり変化を感じていないが、調査員の方々にかなり差がみられる。特   

記事項の質の検討が必要。介護支援の必要性を十分に反映できる認定システムが必要。   

主治医意見書が読めない（乱筆）ので指導をお願いしたい。  

・調査員の特記内容の改善に向けての研修は、記載内容の平準化を目的として引き続き課   

題であると思いますが、このシステムの限界を見極める時期ではないかと思います。今   

回のような短期間での改訂を必要とするような見直しは良くないと思います。審査判定   

に少なからず影響したように思います。  

・改訂されたことによる調査員の調査不足や記載の不備などがあり、調査員の力量で認定  

T  ▼ 「1†   



調査の結果が左右されることがないようにしなくては平等ではないと思われます。その   

ためにも、特記事項の不備をチェックしていく必要があると思います。  

・主治医意見書も記載の不備が多く、介護保険を理解されていない先生が多くみられます。   

この2つがきちんと出来ていないと改訂をしても、システムを変更しても審査会の苦労   

は変わらないと思いますし、正しい認定結果を出せないと思います。  

・改訂にかかわらず、以前から調査員特記事項重視で審査判定をしていたので、個人的に   

はあまり変化を感じてはいない。課題としては、システムのあり方から言えば、より特   

記事項の量、内容について充実が求められるわけだが、調査員の方々に差がかなり見受   

けられる。より公正な審査をするためには、特記事項の質も含め検討する必要がある。  

・二次判定を行う時に調査員特記事項と主治医意見書の2つのみが判定基準となっている   

が、主治医意見書の不備が多く、判定に困難がある。解決策としては、主治医意見書作  

成の医師の制限、又は主治医意見書の差し戻しを可能にする（認定審査会で不可とした  

場合）などが考えられる。今後はケアマネ資格を持った医師のみ主治医意見書を依頼す   

るなどの方法を考えてほしい。調査員の質で認定結果がかなり左右される。調査員への  

教育は不足がち→もう少し客観的な指標はないものかと思う。医師の意見書と調査員の   

調査結果の不一致。意思の意見書は読みづらくて、実際に読めない（読めないものは使   

えない）乱筆なのもが目立つ→意見書の必要性も含めて検討必要。審査会資料に目を通   

さずに審査会に出席している委員が存在する。審査会の意義、委員としての責任が自覚   

できるように指導をして欲しい。  

・要介護認定システムについては、主治医と調査員からの情報のみで判断せざるを得ず、   

不十分な情報から判断せざるを得ない審査員にとっては苦しい作業である。介護サービ   

スの公正・公平な提供のための認定システムとするためには、利用者に希望、ケアマネ   

の判断に基づき、利用者と利害関係のない調査員が調査して、問題のあるケースのみ審   

査会にかける部分審査で充分と考える。病状が安定し、変化が想定されない場合は、身   

体障害の認定のように無期限の認定とし、新しい病状が発症した時に更新することもシ   

ステムの簡素化に有効と思われる。  

・いまだに一次判定の修正が多く（改訂前より多い暗もあります）面くらってしまいます。   

記載事項が大事なのに、調査員の記載不足、審査員の読みとり不足など、力量不足の解   

消が必要と思う。  

・ケアマネージャーは忙しく、記載する時間が乏しいのが現実。  

・簡潔にしてほしい。調査員が頭を抱えずに行えるもの。審査会が少しでいいもの。  

（釘認知症に関して  

・認知症のある方の判定は、合議体によってバラツキが多い。何か統一基準はないものか。   

要介護1から要支援2や要介護1の振り分けの二度手間はやめてほしい。  

・チェックが多めでの非該当、もしくは認知Ⅱレベル以上（調査員・意見書とも）での支   

援1など1次判定で疑問に思う点は残っている。   



⑦認定期間について  

・要介護5の認定に期間が必要なのか。区変をすればよい。有効期間を長くすることで審  

査件数を減らし、財源を捻出できるのではないか。  

・認定有効期間が6ケ月は短すぎる。審査判定件数が急増している。認定審査会にお金を   

かけすぎです。認定区分が多すぎる。  

・3～6ケ月認定はやめて、12～36ケ月をベースにすべきである。  

・病状が安定し、変化が想定されない場合は、無期限の認定とし、新しい症状が発症した   

時に更新することもシステムの簡素化に有効と思われる。   

⑧今後の認定システムについて  

・認定調査項目のバラツキを減少させるための改正であったはずが、経過措置後10月から   

の見直しにより、調査員の方法や判断基準、特記事項の記載の仕方などバラツキが拡大   

すると思われる。今回の改正、経過措置、改訂で自治体や現場は大変混乱した。十分な   

検証のもと的確なシステムづくりを希望する。  

・調査員のチェック基準が変わっても一次判定のズレは変わらなかった。改訂で項目数を   

減らすなど、判定に使用する変数を合理化したため、モデルとした施設入所者にはあう   

が、入所できない者への判定がおかしくなっていると考える。医療サービスをたくさん   

受けている短時間のテストではできるが、継続して動作出来ない者、精神障害、がんの   

ターミナル患者などが軽くなってしまう。また、入院中などで身の回りのことを職員に   

任せている場合は、中程度が重度にシフトすると感じている。3月までの判定システム   

は、合理化していなかったために、モデルとした利用者以外にもある程度対応できてい   

たのに、許容量がなくなり、誤判定が見過ごせないなど増えた。システムの再構築を早   

急に準備してほしい。   

⑨その他  

・参考指標や組み合わせがなくなった分、特記事項や主治医意見書を重視し迷った時に比   

較するものがなく判断しかねます。また、特記事項はもっと具体的に、何が手間なのか、   

できないのか、必要としているのかが、今、掴めない。状態が進行される方によっても   

多少介護度が変わったり非該当が増えたり減ったりもします。実際の本人と要介護度の   

ギャップが大きい場合がある。  

・市での調査の記載量と内容は良くできているものが多く、ご苦労様です。在宅で頑張っ   

ていらっしやるご家族は収入源の仕事ができず、全面的に自宅で御世話をしている場合、   

介護保険制度より何か経済的な支援はできませんか。老人の年金だけの収入で世話をし   

ている自分たち▼（家族）の年金の積み立てができない人が目立ってきました。何かシス   

テムの矛盾を感じます。  

・認定調査項目のバラつきを減少するための改正であったはずが、経過措置後10月から   

の見直しにより、調査員の調査方法や判断基準、特記事項への記載の仕方で更にバラつ   

きが拡大すると思われる。また、調査員や審査員の負担が増えていると感じている（特  

10  

r ‾  
ii   



に介助の方法）。今回の改正、経過措置、改訂で自治体や現場が大変混乱した。十分な検  

証のもと的確なシステム作りを希望する。  

・合議体のメンバーは、特に「医師」については入れ替わりが多く（制度の問題点を熟知  

できないので）、（間違った）～次判定が認定結果になる恐れがある。  
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附録（調査票）  

アンケートへの協力（お願い）  

淑徳大学准教授  

結城康博  

2000年10月から、再度、新しく要介確認定システムが変わりましたが、その状況について、審査会委   

員及び審査会事務局の方にアンケートを、お願いいたしたいと思いますゥ なお、以下の質問に、○をつ   

けてください。よろしくお願いいたします。  

（論文等や審議会で活用させていただきます。なお、個人等を特定できない形でデータ集計します。）  

Q120礪年基準及び20∞年旧基準（改訂前のもの）と比較して、20㈹年新基準（改訂版）での、  

一次判定結果（コンピュータ）の印象はどうですか？   

Q）軽度化傾向は是正された（2006年基準に、ほぼ戻った）。変化はない。   

②多少、軽度化傾向は是正されたが、2006年基準に比べると軽度化される。   

③重度化傾向にある（2∝椙年基準と比べて）。   

④わからない。  

Q2 全体的に見て（一次判定及び二次判定を含めて）、当面、2000年新基準（改訂版）の方式で、  

今後の要介護認定事業は、問題ないと思いますか？   

①当面、問題は解決されたので、次回（2012年頃見込み）の改正で、大幅に見直せを乱、い。   

②もう少し、研修強化や追加通知等（解釈、FQ心の対処は必要だが、当面の大幅改正は不要である。   

③やはり、問題が多いので、早急に抜本的改正（判断基準ヤシステム改修など）が必、要である。   

④わからない。   

⑤その他（  ）  

Q3 20縛年新基準（改訂版）による非該当者（自立）の出現率卜欣及び二次を含めた結果）は、2∝旧年旧基準  

（改訂前のもの）と比べてどうなりましたか？   

①少なくなった。   ②変わらないっ  ③多くなった。   ④わからない。  

Q4 20撼牛新基準（改訂版）に変更して、審査員の業務負担についてはどうですか？  

2弼年基準と比較して：  

（王〕軽くなった．   

Q）少し、軽くなった。   

③重くなった。   

窃）負担は変わらない。  

2009年旧基準（改訂前のもの）と比較して：  

①軽くなった。  

②少し、軽くなったっ  

③重くなった。  

④負担は凌わらない。  

Q5 2009年新基準（改訂版）からのシステムで、調査員による特記事項の記載はどうなりましたか？   
◇記載分畳：（2006年基準時とに比べて）   

（計少なくなった。   ②変わらない，   ③多くなったこ  ④わからない。   

◇記載内容：（2006年基準時とに比べて）   

①不十分である。   ②変わらない。   ③充実した。   ・甘わからない。   

Q6 総合的に、2009年新基準（改訂版）の課題及び今後の要介護認定システムの在り方は？（自由意見）  

＜御協力ありがと う ございま した。＞  
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要介護認定に係る集計結果について  
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12．二次判定結果の要介護度区分の比較（全体）（研修実施状況調査め結果をふまえた集計）  

ニ次判定結果の要介護度区分の比較（全体）  

（研修実施状況調査の結果をふまえた集計）  



集計の方法等について  

○ 平成21年の10－11月申請分については、全国の保険者である自治体から「1岬   

た」及び「11月に申請を行い11月に審査判定を行った」要介護認定申請者のうち、厚生労働省に認定支援ネットワークを通じて  

12月4日までに軸告のあった申請者の情報について集計を行った。  

平成21年10・11月申請者  

・報告市町村数  1396市町村（1、800市町村中）  

・集計対象申請者数  171168件  

○ また、畢成岬及び平成21年4・5月申請分（経過措置適用前）については、前述の   

平成21年10・11月申請分と同条件で、かつ同数程度の対象者を抽出し、集計を行？ 

○さらに、都道府県や各市町村等に対して、認定調査員及び介護認定審査会委員に対する研修の状況について調査した「艶隆   

状況調香」（概要は別紙のとおり）の結集を用いて、研修への参加塞が書く、要介護謬定テキストの改訂のポイント等につい   

て事点的に説明した市町村等について、別途集計を行った 

注 同菜帖ノ）比帖を了了うた情．符隼しも、」月～出‖こ粧聴こ申㍍t、非膏、りと川正され、10†】以陣に再l」諭左行った音についてH、除外して集計を  

行った。  

介護度区分の比較   一次判定結果の要   



度区分 
一次判定結果の要介護の比較  

（全体）  
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平成18年10■11月判定   
（∩＝158．547）  

平成19年10・11月判定   
（n＝172．403）  
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二次判定での一次判定結果の変更割合の比較  
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平成柑年10・11月判定 ち  

（n＝8，416）  

平成19年10・11月判定  
（∩＝9，188）  

平成20年10・11月判定  
（∩＝8，5D5）  

平成21年4・5月判定  
（経過措置適用前）4．3％  

（∩＝10，086）   

平成21年10・11月判定  
（12／4締めデータ）  

（n＝10，006）  

0％  10％  20％  30％  40％   50％   60％   70％  80％  90％  100％  

重度車重二】」  
ぎヨ変わらない  口軽度変更された  

24  

二次判定での一次判定結果の変更割合の比較  

（更新申請者）  

平成18年10・11月判定   
（n＝124，Z14）  

平成19年10・11月判定  
（n＝131．402）  

平成20年10・11月判定   
（n＝114，792）  

平成21年4・5月判定  
（経過措置適用前）  

（∩＝117，594）   

平成21年10・11月判定  
（12／4締めデータ）  

（n＝126，886）  
′▼＿＿＋仁「 1∴＿⊥ 、⊥▲  

0％  10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％ 100％  

ヱ竺攣され竺＿′㌦」   
口軽度変更された  臼変わらない  

25   



更新中話者における一次判定及び  

二次判定結果の更新前判定結果との比較  

26  

更新中話者における一次判定結果の  

更新前一次判定結果との比較（全体）  

平成21年4・5月判定   

（n＝64，064）  

平成21年10・11月判定  
（12／4締めデータ）  

（n＝79．805）  

0％  10％   20％   30％   40％   50％   60％   70％   80％   90％  100％  

lコ前回より軽度に判定された  8変わらない  
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更新中話者における一次判定結果の  
更新前一次判定結果との比較（在宅者）  

平成21年4・5月判定   
（n＝49，360）  
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平成21年10・11月判定  
（12／4締めデmタ）  

（n＝60，014）  
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口前回より軽度に判定された  □変わらない  
、1  

斌前回より重度に判定された  

28  

更新中話者における一次判定結果の  

更新前一次判定結果との比較（施設入居者）  

平成21年4・5月判定   
（n＝9．842）  

平成21年10・11月判定  
（12／4締めデータ）  

（n＝12．627）   
「 ▼】T  

0％  10％  20％  3肌  40％  5肌  60％  70％  8肌  9肌 100％  
＋＋   

l  

口前回より軽度に判定された  コ変わらない  持前回より重度に判定された   
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更新中話者における二次判定結果の  

更新前二次判定結果との比較（全体）  

平成1諾芸三三書判定妄‖－6％ 

233  平成19年10・11月判定   
（n＝131，009）  

22   
平成20年10・11月判定   

（n＝114，522）  

平成21年4・5月判定  
（経過措置適用前）  

（n＝117，426）   

平成21年10・11月判定  
（12／4締めデータ）   

（∩＝126，815）  
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】二＿＿欄回より軽度に判定された  ド≡懐わらない   ボ前回よ順度に判定された」  

30  

更新中話者における二次判定結果の  

更新前二次判定結果との比較（在宅者）  

平成柑年10・11月判定  
（n＝93，265）  

平成19年10・11月判定   
（n＝100．821）  

平成20年10・11月判定  
（n＝85．3日）  

平成21年4・5月判定  

（経過措置適用前）  
（n＝90，0了3）   

平成21年10・11月判定  
（12／4締めデータ）  

（n＝94，692）  

0％   10％   20％   30％   40％   50％   60％   70％  80％   90％  100％  

より軽度に判定された  □変わらない  国前回より重度に判定された  
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更新申請者における二次判定結果の  

更新前二次判定結果との比較（施設入居者）  

平成18年10・11月判定  
（n＝21，097）  

平成19年10・11月判定  
（n＝20．010）  

l  平成20年10・11月判定  
（∩＝20，048）  

平成21年4・5月判定  
（経過措置適用前）  

（n＝柑，032）   

平成21年10・11月判定  
（12／4締めデータ）  

（n＝20，963）  

5  16．5？ふ  

16．9†占  

斗  」▼【＿〟＿L＿  」▼＿一  ⊥一 ⊥」   」▼ 

0％ 10％  20％  30％  4帆  50％  60％  70％  80％  9肌 100％  

口前固より軽度に判定された  ロ変わらない  筑前固より重度に判定された  

認知症高齢者自立度の分類でみた  
更新中話者における判定結果の比較  

33   



認知症高齢者自立度の分類でみた   

更新申請者における一次判定結果の更新前  

一次判定結果との比較（平成21年10・11月判定）  

＿ミ■ニ〒l  34  
257  自立、Ⅰ  

（n＝38．543）   
26．5％  

Ⅱ以上  

（∩ニ4l．262）  

0，i  lOウi   20ウム    30？i   40％    509ム    60％    70†i  80†も    90？i lOO％   

し＿ ∪前回より軽度に判定された   E変わらない   
計前回より重度に判定された」  

34  

認知症高齢者自立度の分類でみた   

更新中話者における二次判定結果の更新前  
二次判定結果との比較（平成21年10・11月判定）   

全体  
（n＝126．815）  

自立、Ⅰ  
（n＝62，018）   

Ⅱ以上  
（n＝64．797）  

0％  10ワi   20％   30％   40％   50％   60％   70％   80ウi   90％  100％  

口前回より軽度に判定された  ロ変わらない  丹前固より重度に判定された  
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更新中話者における一次判定結果の   

更新前二次判定結果との比較  

36  

更新中話者における一次判定結果の   

更新前二次判定結果との比較  

平成18年10■11月判定   
（n＝123．4．2り  

平成19年10・‖月判定   
（n＝131，009）  

平成20年10・11月判定   
（n＝114，522）   

平成21年4・5月判定  
（n＝117，426）  

平成21年10・11月判定  
（12／4締めデータ）   

（n＝126，815）  

」
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26．2％  
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口前回より軽度に判定された  ロ変わらない   古缶ロコト＝†云忘∴」．一去▼」ご」  や前回より重度に判定された ．  
‾、   ‾               、 －                    l   一        l  ■   
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介護度区分 
一次判定結果の要でみた  

二次判定での一次判定結果の変更割合の比較   

38  

二次判定での一次判定の変更割合の比較  

（一次判定結果における要介護度区分・非該当）  

▼T▼‾【■【‾－‾‾川‖ T  T       l 丁  
：丁半：加持て11寸¶T¶耶¶¶打m¶¶  

t● い 
：：：7・8刷 

．．  

平成柑年10・11月判定  
（n＝5，273）  

● 
‥．  

－  ’’：  ・  

平成19年10・11月判定  
（n＝5，845）  

平成20年10・11月判定  
（n＝5．049）   

平成21年4・5月判定  
（n＝11，872）  

平成21年10・11月判定  
（12／4締めデータ）  

（n＝6．776）  

0％   10％   20％   30％   40％  50％   60％   70％   80％   90％  100％  

口軽度変更された  臼変わらない  D重度変更された   
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ニ次判定での一次判定の変更割合の比較  

（一次判定結果における要介護度区分・要支援1）  

平成18年10－11月  
（n＝25，996）  

平成19年10・11月判定  
（n＝29，357）  

平成20年10・11月判定  
（n＝25，443）   

平成21年4・5月判定  
（n＝29，583）  

平成21年10・11月判定  
（12／4締めデータ）  

（∩＝28，586）  

0％  10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％ 100％  

L二三－車重蜃車む 二重垂車重堕「  

40  

二次判定での一次判定の変更割合の比較  

（一次判定結果における要介護度区分・要介護1相当）  

平成18年10・11月判定  
（n＝56．170）  

平成19年10・11月判定  
（n＝62，398）  

平成20年10・11月判定  
（n＝52，398）   

平成21年4・5月判定  
（n＝51，70り  

平成21年10・11月判定  
（12／4締めデータ）  

（∩＝58．577）  

0％  10％   20％   30％   40％   50％   60％   70％   80ウム   90％  100？ム  

r］軽度変更された  臼変わらない  口重度変更された  
¶「▲」   
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二次判定での一次判定の変更割合の比較  

（一次判定結果における要介護度区分t要介護2）  

平成18年10－11月判定  
（n＝21，743）  

平成19年10・11月判定  
（n＝24，461）  

平成20年10・11月判定  
（n＝20．673）   

平成21年車5月判定  
（n＝20．680）  

平成21年10・11月判定  
（12／4締めデータ）  

（n＝24，643）  

0％  10％   20％   30％   40％   50％   60％   70％   80％   90％  100％  

［二う垂軍更された  ＝変わらない  山重度変更された 】   

42  

ニ次判定での一次判定の変更割合の比較  

（一次判定結果における要介護度区分・要介護3）  

0％   10％   20％   30％   40％   50％   60％   70％   80％   90％  100％  

変わらない   



二次判定での一次判定の変更割合の比較  

（一次判定結果における要介護度区分・要介護4）  

平成18年10・11月判定  
（n＝15，851）  

平成19年10・11月判定  
（n＝16，092）  

平成20年10・11月判定  
（n＝15．056）   

平成21年4・5月判定  
（n＝17，893）  

平成21年10・11月判定  
（12／4締めデータ）  

（n＝19，‖5）  

「
偏
」
 

0％  10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％ 100％  

L二重 三車重重き二二」   

44  

二次判定での一次判定の変更割合の比較  

（一次判定結果における要介護度区分・要介護5）  

平成18年10・11月判定  
（∩＝14，706）  

平成19年10・11月判定  
（n＝13、163）  

平成20年10・11月判定  
（n＝14，柑0）   

平成21年4・5月判定  
（∩＝13，673）  

平成21年10・11月判定  
（12／4締めデータ）  

（n＝14，639）  

0％  10％  20％  3肌  40ウ0  50％  60％  70％  80％  90％ 100％  

口軽度変更された  E【変わらない  口重度変  
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新規申請者に占める再申請者の割合  

46  

新規申請者に占める再申請者の割合   
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平成柑年10・11月判定  
（n＝729）  

平成19年10・11月判定  
（∩＝821）  

平成20年10－＝月判定  
（n＝695）  

平成21年4・5月判定  
（n＝787）   

平成21年10・11月判定  
（12／4締めデータ）  

（n＝1．173）  

0．0％  1．0％  2．0％  3．0％  4．0％  5．0％   

める「再申請者」の割合（％）  
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平成21年4月から9月に申請し、非該当とされた者で、  

その後、10月以降に再申請を行った者の集計結果  

48  

再申請者のうち、前回の申請が  

直前の半年間であった申請の割合  

平成21年4・5月判定  
（∩＝143）  

平成21年10・11月判定  
（12／4締めデータ）  

（n＝297）  

0．0％  5．0％  10．肌  15．0％  20．0％  25．0％  30，0％  

F【空空準些卓聖聖塑撃！堅竺し1  

※平成21年4・5月申請判定データについては、平成21年4・5月にlリ申請を行った者のうち、亨■相可平成20年10月1日～平成   
21年3月31日の問に申請のあった者の集．汁を行った。平成21年10・11月申．満判定データ（12／4呆．ilめ）については、平成21   
年10・11月の再申請者のうち、前回平成21年4月1日～9月30日の帖こ申請のあった者の集計を行った。  
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平成21年4月から9月に申請し、非該当とされた看で、  

その後、10月以降に再申請を行った者の一次判定結果  
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平成21年4月から平成21年9月に  
中三1し非芸姦当と判定された看で、   

その後平成21年10・11月に  
再中三禽を行った者  
（12／4細めデータ）  

（∩＝297）  

■＝棚当：・軽重二重軍警脚酎2：些細相当，ゝ腰元2・朋輩。％壷介舶用介呵                           10，－       30％  40％  50％  600。  70％  80？。  ひ0％ 100％  
※平成2ト隼10・11月の再申請廿のうち、11帥卜平成21年4JjlU～9ノ】30日のlハ＝こ巾詣のあった首の聴計を行った。  

平成20年10月から平成21年3月に  
申硝し非該当と判定された看で、  

その後平成21年4・5月に  
再申請を行った者  

（n＝143）  

％  

≡‡ヨPご  
10，5％2．8％  30．8％  

0％  10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％ 100％   

＿ 朋抜当 r二・埜竺二重聖竺警介膿1拉墟㌢介劇㌢相当 r∫一竺チは2空軍竺舶“盟銅隻4 一腰攣5＿」  

※平成21年4・5月に再申請を行った者のうち、前Iul平成20年10月1日～平成21年3ノ」31L川）剛こ申請のあった  
什の根計を行った。  

平成21年4月から9月に申請し、非該当とされた者で、   

その後、10月以降に再申請を行った者の、前回の  
二次判定結果と今回の二次判定結果の比較  

平成21年4月から平成21年9月に  
申請が行われた際の判定結果  

（n＝297）  

前回  

平成21年10・11月に再申請が行  

われた際の判定結果  
（12ノ4締めデータ）  

（n＝297）  

今回  

＼  ＼  
何れかの要介護度が判定   

された割合旦乙＿旦塾（275名）  
0％  10％  20，も  30％  40％  50，i 60％  70％  80％  90％ 100％  

［jう巨議盲‾  口要支援1  ガ要支援2   ∴■要介護1  Eコ要介護2   恐妻介護3   招要介護4  

※平成21年10・11月の再申請者のうち、前回平成21年4月1日～9月30日の間に申請のあった者の集計を行った。  

51  
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平成21年4月から9月に申請した者で、その後、  

10月以降に区分牢更申請を行った者の集計結果  

52  

区分変更中話者のうち、前回の申請が   

直前の半年間であった申請の割合  

平成柑年10・11月判定  
（n＝4，770）  

平成19年10・‖月判定  
（n＝5．590）  

平成20年10・＝月判定  
（n＝5．137）  

平成21年4・5月判定  
（∩＝4，941）   

平成21年10・11月判定  
（12／4締めデータ）  

（n＝4，674）  L－－一一」⊥■トl▼l【1」＿＿  
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臼区分変更中話者に占める直前半年間（代替）の割合（％）        －一        一一一                          「  

※平成1H隼～20隼データについては、肛計項目に「前回申．り用」の頃日がないため、代仕方法として、「前回イ】効】川川桐台   
目）」にてデータを限定している。  

※平祓21隼ノータに？いては、「■紬凧捕」の項目があるが、渦ムデータと禦合させるため、削‥データと剛旺、「棚有効州 53   
附（lj舶台目）」にてデータを隈1iこしている。   



平成21年4月から9月に申請した者で、その後、  
10月以降に区分変更中請を行った者の一次判定結果  

平成21年4月～9月に申請した看で、その後、10月以降に区分変更中講を行った者  
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（12／4締めデータ）0．4％  
（n＝5．761）  

l  」  
耳帆 10．0％ 200■・ 300†・ 40肌  5〔）・0㌔  60・肌  700％  80仇  900！ilOO－0％  

トー非眩当 F‥要支I巌1「・箪支捕2 ∴葉介附 N嬰竹随1相当【く－要介柑2・こ聖介は3”輩介随4 ＝葉介は5  

（参考）  

平成18年～平成20年データについては、各年の4月－9月に申請した看で、その後、10月以降に区分変更中請を行った者  
平成21年データについては、平成20年10月～平成21年3月に申請した者で、その後、平成21年4・5月に区分変更申請を行った者  

「▼  

■．こニニ：二ごジンいn－■こジごごご  
平rik18年10－11月半1り宕  

（n＝4，770）   0．5，i  

平Jin19句三tO・11月半肌置  
（n＝5．590）   0．5％  

平J乱20年10・11月半リブF  

平J「乱2丁年ヰー5月半り定    （ 

∩＝4．941）  

0．0％   10＿0，i  20．0％   30．0％   40．0，i  50．OIi  60U％   70．0％   80．0％   90＿0％  100．0％  

那加当 f＝1盲妄1ガ1竺車享亘21「姦介附 N蝉介ザ1柑主鵠 川蝉介l瞥2トら聯介膵3 ∽瞥介軒L＿空．華車i屯5▼】  

※ 平成18隼～20隼データについては、根計墳卜＝こ「l川口川】．満目」の項l］がないため、代杵〟法として、「前I計杵効棚刷（閃始   
日）」にてデータを限定している。  

幾 平成21隼データについては、「前回申請日」の∫舶があるが、過去データと照合させるため、也ムデータと同様に、「前回イ「効   
州lハ】（側始U）」にてデータを根定している。   
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平成21年4月から9月に申請した者で、その後、  
10月以降に区分変更申請を行った者の二次判定結果  

平成21年10・11月判定l  
≡≡≡；；22．3！．芸≡≡芸≡  12／4締めデータ）0都電5・0  

（n＝5．761）  

」  
0．0％  10．0％  20．0㌔  300？ふ  400？i 50．0％  60．0％  7D．0㌔  80D％  90．0，i lOO．0？i  

仁■一軒、   一つ要支雷蔵1  良妻支洩2  〔コ華介は1  にl蓼介た隻2  ・丈準介は3   打撃介は4  

（参考）  

平成18年～平成20年データについては、各年の4月－9月に申請した看で、その後、10月以降に区分変更中請を行った者  
平成21年データについては、平成20年10月一平成21年3月に申請した看で、その後、平成21年小5月に区分変更中講を行った者  

平成－8和0・＝月判定1蒜葦ミ：ご   （∩三4 
・770）  0．1Ii淋良＼＼“ヽ＼ヽ＼  

仁  

平成一9年1。．1，月判定1J竺．■  
（∩＝5．590）  

1 平ー汲20年10・11月半り定  
（∩；＝5．137）  

平成21年4－5月＊り定   
（椎i他1給l巴適用1n）l  

（n＝4．941）  

口許支‡11   調1■支：緩2   ロ写匪介1■1   ⊂〕葉介It2   巴l憂介l■3   田要介l蔓4   日寧介1甘5   

※平成18隼～20隼デーツについては、集計瑚牒に「前回申請日」の頃日がないため、代仕方法として、「l■lり回有効期関川掴台   
目）」にてデータを限定している。  

※平成21年データにノ」いては、r11iil・月申請日」のjj！一目があるが、週」こデータと整合させるため、過」さデータとl・州盲に、「l流出有功相   

聞（開始日）」にてデータを限定している。  
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平成21年4月から9月に申請した者で、その後、10月以降   
に区分変更申請を行った者の前回の一次判定結果と  

今回の一次判定結果の比較  

至室12・1％妻雛叫二2．5％  

平成21年4月－9月に申請が   

行われた際の判定結果  
（n＝3．066）  38％10訊  

前回   

丁  
卜坪／  

轡  

平成21年10・11月に申請が   

行われた際の判定結果  
（n＝3，066）  

今回  

＜一一 
ー｝■■・．′㌧－■ヽ■t．｛▼－一ヽヽ．〈■■J■｝｛、■  

－∧・・′トー■－〈・■｛、ノ■、′、ノーーーー・〈J■）－■－〉－－、 芸；；≡‡20．4％．三≡≡≡≡  
、／ヽ・′■ヽ′－－～′－・．（・．（、．′・■（〉■・ ” 、．／ヽ】■、．（  

、（＞‾、（〉（、（〉■■｛〕‾¢｝ヽ′－て′・）■事ぐ∨ヽ  

0％   10％  20％  30％  40？0  50％  60％  70％  80％  90％ 100％  

竺竺ヲ＿W．塑撃し空竺撃1甲1空竺堅：：車重享：：車重三重車］  □非該当 臼要支援1  
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平成21年4月から9月に申請した者で、その後、10月以降   
に区分変更中請を行った者の前回の二次判定結果と  

今回の二次判定結果の比較  

平成21年4月～9月に申請が   
行われた際の判定結果  

（n＝3．281）  

前回  

平成21年10・11月に申請が   
行われた際の判定結果  

（∩＝3，281）  

今回  

く く 一二∧、∧、ノ・．ン・－こ■こ■ン、＿■Jヽ－〈．．∧■∧、（一こ∧   

妻妾妻妾妻蔓21．2臓妻≡妻妻  
‾ 
ヽ〉▲、‾〉■－■■■ヽ／■■▲－■■－ヽハ、〈、（－■－  

－ 
－一ヽ′－■｛ヽ（－－－＜▼－■〈ヽ′ヽ′■■・■■・ヽへヽ■  

＋lⅦ．⊥▼㌧      」      ⊥▼－一 」‥＋．．、．▼【¶】】∴  

80ワi  90ウム  100ワふ  

車重車チェコ車重車］   

肌  1肌  20％  30％  40％  50％  6肌  7肌  

非該当  口要支援1 ごさ要支援2 〔コ要介護1 〔∃要介泣2  琵要介旺3  
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平成21年4月から9月に申請した者で、その後、10月以   
降に区分変更中請を行った者の、今回の判定結果と   

前回の判定結果（平成21年4月～9月）との比較  

【一次判定結果】  

】▼              ：；   ：l    l         ．  
0？i  10†，  20ワi  30㌔   40㌔   501－   60？－   70㌔   80㌔   90％  100％  

l】－一間回より旭庇に判定きれた  】変わらない  甘前回より辞任に判定された 1  

【ニ次判定結果】  

7
 
 

平成21年10・11月判定 t  

（12／4締めデータ） 2   （n＝3 

、281）  

前回より重度に判定された  
割合（2，631名）  

0％   10％   20％   30，i  40％   50％   60％   70㌔   80％   90％  100％   

lr前回より推庇に判定された  巳変わらない  汁前回より燕便に判定された  
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二次判定結果の要介護度区分の比較（全体）  

（研修実施状況調査の結果をふまえた集計）  
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ニ次判定結果の要介護度区分の比較（全体）  

（研修実施状況調査の結果をふまえた集計）  

月刊㌔  平成18年†0・   
（∩＝158547） 、′－、‘′t ■－LJJ′ロ  

！】            ーー 】⊥■」  
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；1 ■■■■i、、、、ヽ、、ヽヽ、、ヽ、、ヽヽヽヽ1r、““、†“、、“止ゝ“、’‥ ■－，ト上⊥＼】↑二亡ゴ■■↑‾、ノ1亡」  
l  
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∩＝161．947） lr  
冊  

平成21年－。‖月判定FT  
（12／4績めデータ）11％ 161％  19．3％ごこごこナ，t，一15．9  

（∩＝171，18t）  
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⊥．＿．＿＿●＿＿J＿＿＿＿ ‾ ●「■■ ‾ ▲‾ ‾‾ ‾ ‾  

上参加   
■ 【 ■■ － ■ ■ ■－1■・  

認定闇値煽畑用に8別以   
かつ主なポイント（※1）を  

「特に馳点的に班明した」欄含  
（∩＝46．816）   ∵  10†i163％  

トト⊥  

富裔会委員研作に8削以上参加  
かつ主なポイント（※2）を  

「特に℡点的にエ姥明した」欄含  
（∩＝7．282）   

認定肌査員研ほ及び苓差金委員封l倖に  
いずれも訂削以上参加  

1．2！i．15．1％：  舅12・隼至＃11・5●t  

∴∴，け二  
1t写二？1法≡≡，写1．・ヨ％‡ミ≡  かつ両研修で主なポイントを †．0％‡．14＿5％  

「矧＝離雪誓崇㌘した購 ビギ三二三  

0％ 2D％ 
、 

40％ 60！も 8飢 100％  ▲ 
l二亘垂二重垂1二重垂∴車重■車重＿警車重二幸車亘二重車【l  

（※1）認定調査員研修における5つのポイント全て （※2）審査会委員研修における3つのポイント全て  
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参考葺鱒阜  

事  務  連  絡  

平成21年10月9日  

介護保険主管課（室）御中  

厚生労働省老健局老人保健課   

10月以降の要介護認定等の方法の見直しに伴う再申請等の勧奨及び状況の把握について   

介護保険制度の推進につきましては、日頃からご協力を賜り厚くお礼申し上げます。   

さて、本年4月からの要介護認定（要支援認定を含む。以下同じ。）方法の見直しの影  

響について「要介護認定の見直しに係る検証・検討会」において検証を行ったところ、軽  

度者等の割合が増加していることが明らかになったことから、本年10月1日より、平成  

21年4月からの要介護認定方法を新たに見直したところです。   

これに伴い、本年4月から9月までに新規に要介護認定申請を行った方については、新  

たな要介護認定方法では、従前の方法による要介護状態区分と異なる結果となる可能性が  

あることから、平成21年8月7日付け事務連絡「要介護認定等の見直し及び経過措置終  

了に係るQ＆A」において、パンフレットなどを活用して周知を図るとともに、認定結果  

が実情と一致しない趣旨の相談に対しては、区分変更申請や再申請を促すなどの特段の配  

慮をお願いしているところです。  

10月からの要介護認定の見直しの趣旨を踏まえ、貴市町村等におかれましては、本年  

4月1日以降新規に認定申請を行った方のうち、特に①非該当と判定された方、②ご本人  

の認識よりも軽度（重度）に判定されたと申し出られた方に対して、それぞれ再申請や区  

分変更申請の勧奨を行っていただくよう、改めてお願いいたします。なお、当該勧奨に当  

たっては、前述の平成21年8月7日付け事務連絡に添付した利用者への説明用パンフレ  

ットや別紙1などをご活用下さい。   

また、貴都道府県におかれましては、上記勧奨や再申請等の状況を把握することが必要  

であるため、別紙2の様式に従い、管内市町村等の状況を記載した上で′、11月30日（月）  

までに報告いただきますようご協力お願いいたします。  

本件連絡先   

厚生労働省老健局老人保健課   

課長補佐  天本   

介護認定係  青木、迫田  

TEL O3－5253－1111（内）3944  

FAX O3－3595－4010  

ll   



別紙ヨ  

畢成2弓年4月から9月に新規に要介護認定を申請された皆様へ  

㊥司0月より要介護認定の方法が見直されました。  
㊥F非該当」とされた方で、雫情と一致していない   

と思われる場合は、再申請を行うことができます。  
舎認定された要介護度が実情と一致しないと思われ   

る場合は、区分変更申請を行うことができます。  

○本年4月に行った、要介護認定の見直しについて、   
その影響を有識者・関係者からなる厚生労働省の検   

討会において検証したところ、認定のばらつきは是   
正されているものの、軽度者等の割合が増加してい   
ることが明らかになったことから、本年10月1日よ   
り、新たに認定方法を見直しました。  

○要介護認定の結果、   

①「非該当」と判定された方で、実情と馳致してい  
ないと思われる場合は、再申請を行うことができ  
ます。（※必ず認定されることを保証するもので  
はなく、再度「非該当」となる場合もあります。）   

②「要支援1」、 「要支援2」又は「要介護1」～   

「要介護5」と認定された方で、その要介護度が  
実情と一致していないと思われる場合は、有効期  
間終了前であっても区分変更申請を行うことがで  
きます。（※必ず希望どおりの要介護度で認定さ  
れることを保証するものではありません。）  

【お問い合わせ先】  

ご不明な点がございましたら、下記までお問い合わせ下さい。  
00市 00課 00係  
電話番号：   



別紙2  

都道府県名  

単位：人   

平成21年4月～9月に新規申請をされた方について  

非該当者について  要支援1～要介護5に判定された者について  

（D   ②   ③   ④   ⑤   ⑥   ⑦   ；   ⑨  

平成21年4月  ①のうち、非該  ②のうち、平成  ②のうち、平成  ①のうち、要支  ⑤のうち、本人  ⑥のうち、平成  ⑤のうち、平成  ③、⑦について  
～9月までに新  当とされた者  21年‖月20日  21年10月1日以  援1′～婁介護5  の認識よりも軽  21年11月20日  21年10月1日以  広報誌、ホーム  
規に申請し、平  く平成21年9月  までに再申請  降、11月20日ま  と判定された者  度（重度）に認  までに区分変  降、11月20日ま  ページの掲載  

市町村等名  備 考  

日までに二次  申請を行い、要  た者   行った者  て、申し出られ  を行った者  申請を行った  へのPRの実施  （※4）  
判定された者  支援1～要介護  た者  （※1）   者   について（※3）  

5で認定された  （※2）  1．実施した  
者を除く）   2．実施してい  

ないが、今後実  
施する予定  
3．予定なし  

※1電話や訪問した上での勧奨に加え、平成21年8月7日付のパンフレットや今回の別紙1を送付する等も含みます。（⑨による勧奨は除く。）  
※2 把握している範囲で記入していただき、全く不明な場合は、「－」を記入してください。  
※3 選択肢1～3のいずれかを記入してください。  
※4①～⑨について、その他特記すべき事項がある場合は、本欄に記入してください。特に⑨の具体的な取組みがあれば記載してください。   



季軍部斗6l  

研修実施状況調査  

Ⅰ．調査概要  

（1）調査の目的   

各自治体での介護認定調査の実施方法、調査員への研修・指導、介護認定審査会委員への研修等   

の状況を把握することを目的に調査を実施  

（2）調査対象   

都道府県及び要介護認定に関する業務を実施する自治体（全国市町村・政令市行政区・広域辿合・   

一部混紡組合等）   

報告数：47都道府県（47都道府県中）  1，411市町村（1，800市町村中）   

（3）調査期間  

平成21年12月1日～14日  

（4）調査内容  

・ テキストの配布状況、調査員研修及び介護認定解査会委員研修等の実施状況について  

（5）研修内容に関する項目について   

認定制査員及び介護認定審査会の以下のポイントの研修内容について、「特に重点的に説明した」、   

「内容に関して一通りは説明した」及び「ほとんど脱明していない」から選択。  

①認定調査員研修  

・ 介護認定帝査会でより特記ホ項が重視される方式となったこと  

試行した結果と日頃の状況が異なる場合は、頻回な状況に基づいて選択を行い、具体的な内容を  
特記中二項に記載すること  

・実際に行われている介助が不適切な場合は、その理由を特記和則こ記鵜した上で、適切な介助を  

選択すること  

逃択肢の迷択の際に、退択肢の退択基準に含まれていないことであっても介護の手間に関係する  

内容があれば、特記▼小二項に記赦することが重要であること  

・基本調査境目の中で、もっとも類似する又は関連する朋査項目の特記串頃等に、具体的な介護の  
手間の内容と頻度を記載すること  

②介護認定審査会委員研修  

認定調査員テキスト改訂版の修正内容  

二次判定における介護の手間にかかる審査判定の方法  

・介護認定審査会として付する意見  

なお、一部の設問では、6月に実施した要介護認定実鳩調査との比較を行っている。   



1．認定調査  

Ⅰ．認定調査の実施方法  

「 
】】‾‾Ⅶ‾  

ヒニニニニニニ  

20％  100％   

1‾‾‾▲‾ 

▼1   
口車独で実施（貴自治体の被保険者のみを対象に認定調査業務を実施）  

こ】単独で実施（認定調査の受託等をしており、黄白治体が貴自治体の被保険者に加え、   

黄白治休以外の申請者を対象に認定調査を実施する。）  

顎認定調査を行っておらず、他自治体に委託等している  

ヨ認定調査を行っておらず、他自治体に委託等もしていない   

」 ～一」ノ撃墜今二二軍攣竺竺竺竺聖  

（1）うち直接調査割合（∩＝1，402）  

ここここここここここここここト：－：  

｝ニ÷：二÷二25．2％＝－：一二三  
－ ＿＿＿＿ 

ここ11．5％ニここ  27％・153％  
＼＼＼＼＼＼＼“＼＼＼＼＼＼Lr「「－■－」「∴－＿‾＿－．√＿∴∴ご＿－ご  
＼＼＼＼＼＼＼＼＼＼＼＼＼“L∵．∴＿－‾∴∵⊥‾⊥‾＿「∵∵ご二∴了∵∴‾⊥‾  

□2割未満 ロ2割以上4割未満 忘4割以上6割未満 彗6割以上8割未満 コ8割以上10割未満 己10割；  

百て  ’－「‾‾Ⅷ：   



Ⅱ．調査員研修   

（1） 新認定に関する研修を受けた調査員の割合（自治体職員・事務受託法人職員）【6月調査  

（∩＝1，369）と12月調査（n＝1，402）の比較】  

0％  20％  40％  60％  80％  ％
 
 

0
 
 

0
 
 

孟
」
 
 

［］2割未満 コ2割以上4割未満ヨ4割以上6割未満∵三6割以上8割未満日8割以上10割未満ヨ10割  ド
イ
 
 

※ 6月調査は、概ね平成20年12月～平成21年5月の間に開催した研修を対象とした調査であり、   

12月調査は、概ね平成21年9月～11月の間に開催した研修を対象とした調査である。   

（2） 新認定に関する研修を受けた調査員の割合（委託調査別）【6月調査（n＝1，127）と12月調  

査（∩＝1，086）の比較】  

6月調査   
：  

（約6か月間に開催された研修※）3．3現2・5％  
（n＝1．127）  べ

鍋
1
 
 

L
【
L
．
∃
L
 
 

I l l l J J J l l l  
3．5％エー：－ニニ÷：－：一ニーニーニ  

4％二ニー：÷＝ニ：ニー：－：－：ニー：ニー  

＼二＼＼＼ヽ「＿「＿‾＿‾＿∵∴‾＿‾＿∴了＿‾＿‾＿∵＿  
12月調査  

（約3か月間に開催された研修※）4．4  

l】l t 】lIl  

】Illill1 1111111   

1111 ：：16・8％：：：：：  

t・・  

Illll】ll llllllI  

ここ洋二：二：：：：芋‡31・0％二三‾：÷   
＼＼＼＼＼＼J 

＿ ＿ ＿ － ＿ ＿＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ＿ ■■＿  

＼＼＼“｛一ニー：－：－：÷三一ニー＝一ニーニ÷÷  

ゝゝさ上上上一－－－－－－て＝ニ二二二．こト＝こ．ニこ  

（n＝1－086）  

20％  40％  60％  80％  100％  

□2割未満 ロ2割以上4割未満 ヨ4割以上6割未満 □6割以上8割未満 口8書l】以上10割未満 巳10割 口不明  

※ 6月調査は、概ね平成20年12月～平成21年5月の間に開催した研修を対象とした調査であ  

り、12月調査は、平成21年9月～11月の間に開催した研修を対象とした調査である。  

※ 委託調査員（6月調査）では、選択肢「委託していない」がなかったため、12月調査で「委託  

をしていない」を選択した自治体の6月調査の回答を「委託していない」に置き換えた上、6  

月、12月調査ともに「委託していない」を除外して集計を行った。  

3   



（3） 新認定に関する研修を受けた調査員の割合（委託調査別）【6月調査（n＝906）と12月調査  

（n＝915）の比較】  

□2割未満  

ロ2割以上4割未満  

記4割以上6割未満   

ロ6割以上8割未満  

口8割以上10割未満  

810割  

口不明  
r  

／  
／  

／  

※ 6月と12月の両方の調査に回答した自治体を抽出して集計を行った。  

※ 委託調査員（6月調査）では、選択肢「委託していない」がなかったため、12月調査で「委託  

をしていない」を選択した自治体の6月調査の回答を「委託していない」に置き換えた上、6  

月、12月調査ともに「委託していない」を除外して集計を行った。  

※ 円グラフは、「改訂版テキストにおける調査のポイントの解説教材」または、「要介護認定調査  

員ブロック研修の模様を収録したDVつ」を全事業所または、希望する事業所等に配布・貸与  

したと回答した自治体及びそれに準ずる対応を自由回答で回答した自治体の割合を示している。  

※ 6月調査は、概ね平成20年12月～平成21年5月の間に開催した研修を対象とした調査であ  

り、12月調査は、概ね平成21年9月～11月の間に開催した研修を対象とした調査である。  

IlⅦ肝：   「  



（4） 委託調査員向け研修実施割合別パワーポイントq DVDの活用状況（パワーポイント■DVD  

を貸与・配布した自治体の割合）   

2割未満（n＝41）   

2割以上4割未満  

（n＝15）  

4割以上6割未満  

（n＝33）  

6割以上8割未満  

（n＝58）  

8割以上10割未満  

（∩＝285）  

10苦り（∩＝335）  

不明（n＝148）  

0．0％   10＿0％  20．0％  30．0％   40．0％   50．0％  60．0％  70．0％  80．0％  

※12月調査での研修参加割合ごとの「改訂版テキストにおける調査のポイントの解説教材」また  

は、「要介護認定調査員ブロック研修の模様を収録したDVp」を全事業所または、希望する事  

業所等に配布・貸与したと回答した自治体及びそれに準ずる対応を自由回答で回答した自治体  

の割合を示している。6月と12月の両方の調査に回答した自治体のみを抽出して集計を行った。  

※ 委託調査員（6月調査）では、選択肢「委託していない」がなかったため、12月調査で「委託  

をしていない」を選択した自治体の6月調査の回答を「委託していない」に置き換えた上、6  

月、12月調査ともに「委託していない」を除外して集計を行った。  

（5） 新認定に関する研修を自治体職員，委託事業者ともに8割以上の調査員に実施した自治体の  

割合（∩＝1，402）  

、＿＿ ＿＿．＿        ．      ！  

ヒ二二≡  
0％  20％  40％  60％  

j自治体職員・委託事業者ともに8割以上の調査員に研修を実施  コそれ以外  

L 

（6） 研修開催回数平均（∩＝1，402）  

平均   

都道府県主催   0．5   

広域連合主催   0．1   

市区町村主催   0．8   

その他主催   0．1   

合計   1．5   

5   



※ 1自治体において開催された研修回数の全国平均を示す。  

（7） 調査員研修の開催回数（∩＝1，402）  

臼1回  田2同  日3回  ∃4回  口5回  田6回以上  

※1自治体における研修開催回数の分布を示す。  

（8） 調査員研修の主催回数（∩＝1，402）  

ヒ 
0％  

竺竺三」                                                                                    ■  

▼  

コ0回  コ1回  田2回  田3回  ヨ4回  二；］5回  

※1自治体における研修主催回数の分布を示す。  

（9） 認定調査員テキストの修正点を解説した音声付きパワーポイントの活用（n＝1，402）  

研修会等で上映した   

DVDを複製して認定調査員または調査員の所属する事業所等すべ  
てに配布・貸与した   

DVDを複製して希望する認定調査員または調査員の所属する事業  
所等に配布・貸与した  

特に対応していない  

その他  

¶ ▲「■ぜ′   



（10） 要介護認定調査員ブロック研修会の模様を収録したDVDの活用（∩＝1，402）  

15．8％  研修会等で上映した   

DVDを複製して認定調査員または調査員の所属する事業所等すべ  
てに配布・貸与した   

DVDを複製して希望した認定調査員または調査員の所属する事業  
所等に配布・貸与した  

特に対応していない  

その他  

■  
l  

60％  0％  

（11） 要介護認定適正化事業のホームページヘのリンクを自治体のホームページに掲示したか  

（n＝1，402）  

961％  

0％   

［ 二  

60％  80％  

ロしていない  

（12） 要介護認定適正化事業のホームページを調査員に告知した割合（n＝1，402）  

，lTT，丁肌1‾T＝  「 「 「「】 「ll ＝ l llllIl】Illl111Iilll 申：・：・：・：・：阜：阜tl■・一章：－：阜：・：・：  ‡†：て帯  

2．9％：2．7％  

：阜：・：阜い：l：・：・29．2％・：・：阜：阜：1：・：・2．6％   1．4％1．2％：7  

l㌧㌧l㌧lIlll lll】■リ●l－＝ 丑山山艮；山此比」山腰                                     l                                       ll                                     l  

▼▼＿＿」  

100％  

「¶岩▼面i   （ していない）   ロ2割未満  歪2割以上4割未満  田4割以上6割未満  

己6割以上8割未満   E8割以上10割未満  田10割  辺不明  

（13） 9月30日付「要介護認定等の方法の見直しに係るQ＆A」を自治体のホームページに掲示し  

たか（∩＝1，402）  

」
≡
≡
．
．
。
」
」
 
 

0％  20％  

llllllllllllll、、、l、Il1－  ロしていない   

7  



（14）9月30日付「要介護認定等の方法の見直しに係るQ＆A」を調査員に告知した割合（n＝1，402）  

3．1％‡2．H  ：；  
＿ －  1．6％1．9％：・：8．8  

60％  

田2割以上4割未満  以上6割未満  □0割（していない）   □2割未満   謂4割  

己6割以上8割未満  ロ8割以上10割未満  田10割  彷不明  

（15） 認定調査員への研修における説明状況  

① 研修で扱ったそれぞれの内容に対する説明（研修を主催した自治体のみ）（n＝556）  

特記事項が重視される方式  
となったことについての説明  

頻回な状況に基づいて  
選択を行い、具体的に特記事項に  
記載することについての説明  

不適切介助の場合、  
理由を特記事項に記載し、  
適切な介助を選択すること  

についての説明   

選択肢の選択基準に含まれていない介護の手間を  
関連する調査項目の  

特記事項に記載することについての説明  

∵
 
‥
、
 
＝
、
こ
．
‥
∵
 
 

二
 
‥
∵
．
、
∵
．
∴
∴
j
 
 

％
 
 

介護の手間が発生していても、当該の介護の手間が  
調査項目にない場合、類似の項目の  

特記事項に記載することについての説明  

40％  60％  80％  100％  

（n＝556市町村等）  

□特に重点的に説明した  口内容に関して一通りは説明した  想ほとんど説明していない   



②研修で扱ったそれぞれの内容に対する説明（研修を主催した自治体のうち、自治体職員・委託事   

業者ともに8割以上の調査員が研修を受講した自治体のみ）（∩＝397）  

∃   
23％  特記事項が重視される方式  

となったことについての説明  
302％  ∬

現
川
N
m
姐
＝
．
 
 

ーrr一∵r一rrLrr－＿∵＿Trl．0％  
頻回な状況に基づいて  

選択を行い、具体的に特記事項に  
記載することについての説明  

不適切介助の場合、  
理由を特記事項に記載し、  
適切な介助を選択すること  

についての説明   

選択肢の選択基準に含まれていない介護の手間を  
関連する調査項目の  

特記事項に記載することについての説明  

介護の手間が発生していても、当該の介護の手間が  
調査項目にない場合、類似の項目の  

特記事項に記載することについての説明  

一堅   
l  

一丁T夫1  

13％  

282％  

2．5％  

411％ ヨ  

48．6％  

斗 

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

（n＝397市町村等）  

F 口特に重点的に説明した  口内容に関して一通りは説明した  S＝まとんど説明していない  

③研修で扱ったそれぞれの内容に対する説明（研修を主催した自治体＋都道府県の回答）（∩＝734）  

l  

・・・【苛   
16％   

貸  

00  

「 ■‾‾ 6．9％   285％  特記事項が重視される方式  
となったことについての説明  

l   

■  

頻回な状況に基づいて  
選択を行い、具体的に特記事項に  
記載することについての説明  

不適切介助の場合、  
理由を特記事項に記載し、  
適切な介助を選択すること  

についての説明   

選択肢の選択基準に含まれていない介護の手間を  
関連する調査項目の  

特記事項に記載することについての説明  

介護の手間が発生していても、当該の介護の手間が  
調査項目にない場合、類似の項目の  

特記事項に記載することについての説明  

ヨ
 
n
U
 
 

185％  

」山▼」「1  

301％ 糧  
＿  ”  ¶01  

0％  20％  40ワも  60％  80％  100％  

（n＝734市町村等）  

した 口内容に関して一通りは説明した 闇ほとんど説明していない 8無回答  
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※ 都道府県、研修を主催した市町村等及び研修を主催しておらず都道府県主催の研修会にのみ参  

加した市町村等からの回答結果を集計した。なお、研修を主催しておらず都道府県主催の研修  

会にのみ参加した市町村等からの回答は、当該市町村等が所属している都道府県からの回答と  

同じ回答とし集計している。  

（16） テキストの配布状況（電子媒体）  

【自治体職員である認定調査員への配布状況】  

6月調査  

（∩＝1，369市町村等）   

12月調査  

（∩＝1．402市町村等）  

0％  20％  40％  60％  

ロ全員ではないが、  

80％  100％  

亡〕おおよそ全員に  半数以上には配布した  

駕半数には満たないが配布した  巴ほとんど配布していない  

【委託調査員である認定調査員への配布状況】  

6月調査  

（n＝960市町村等）   

12月調査  

（∩＝923市町村等）  

40％  60％  0％  20％  

口おおよそ全員に配布した  

胃半数には満たないが配布した  

□全員ではないが、半数以上には配布した  

ロほとんど配布していない  

※ 委託調査員（6月調査）では、選択肢「委託していない」がなかったため、12月調査で紙媒体  

の配布状況において「委託をしていない」を選択した自治体の6月調査の回答を「委託してい  

ない」に置き換えた上、6月、12月調査ともに「委託していない」（6月：414市町村等、12  
月：479市町村等）を除外して集計を行った。  

10  
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（17） 認定調査員テキスト2009改訂版の配布状況（紙媒体）   

E自治体職員である認定調査員への配布状況】  

6月調査  

（n＝1，369市町村等）   
92．6％  

‾‾’’、           ’  ∵‾ l一       ‾、  

12月調査  

（n＝1．402市町村等）  

［  
0？ム  40％  60％  80％  100％  

に  □おおよそ全員に配布した  

重    器半数には満たないが配布した  

E全員ではないが、半数以上  

巴ほとんど配布していない  

【委託調査員である認定調査員への配布状況】   

6月調査  

（n＝1．075市町村等）   ＼N＼＼＼＼＼＼ヽ．．．   
、、、、、、、“、、“、、、、、、、“、＼：こ  
＼＼＼＼＼＼＼＼＼＼＼、、＼＼＼＼＼∴■＼＼、、＼＼ヽ＼＼＼＼＼＼＼二＼＼＼＼＼＼＼＼＼1  

し  ‥－l  

4．0％・“＼＼＼＼＼＼＼      二＼＼＼＼＼＼＼＼＼  
12月調査  

（n＝1，057市町村等）  占：ヰ駄票ご讐  

＼＼＼＼＼＼＼＼＼＼ ＼、ヽ＼＼．＼＼＼＼＼＼  

．＿ ▼▼．、．＿乙  

1DO％  

rw  」  

20％  40％  60％  

□おおよそ全員に配布した  
溺半数には満たないが配布した  

□全員ではないが、半数以上に  

□ほとんど配布していない  

※ 委託調査員（6月調査）では、選択肢「委託していない」がなかったため、12月調査で紙媒体   

の配布状況において「委託をしていない」を選択した自治体の6月調査の回答を「委託してい   

ない」に置き換えた上、6月、12月調査ともに「委託していない」（6月：296市町村等、12  

月：345市町村等）を除外して集計を行った。  
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2．介護認定審査会  

データ件数   

審査会開催自治体数：889自治体  

Ⅲ．介護認定審査会の体制（n＝1，494）  

40％  60％  80％  

口単独で設置  

日複数で設置（貴自治体が審査会事務局の運営を行う）  

㌫複数で設置（黄白治体以外が、審査会事務局の運営を行う）  

Ⅳ．介護認定審査会委員研修  

（18） 研修を受けた委員の割合【12月調査（∩＝889）と6月調査（∩＝879）の比較】  

：  
＼、、、ざこミニー、・、こごここ：こここ‾∴‾．て∴：  6月調査  

（約6か月間に開催された研修※）  
（n＝889）   

41％ ミ64％  ％  

≡≒≡；≡‡≡‡ 、＼＼＼  
ーl、‾、－－、      1 －  

‾－ ＿  ‾ －＿ －l ‾  

12月調査  

（約3か月間に開催された研修※）1  36．0％  

（n＝879）  

二ニーニーニ÷÷33．4％ニーニ：÷：  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

□   Lコ2寄l以上4割未満  田4割以上6割未満  ロ6割以上8割未満  コ8割以上  

※ 6月調査は、概ね平成20年12月～平成21年5月の間に開催した研修を対象とした調査であ  

り、12月調査は、概ね平成21年9月～11月の間に開催した研修を対象とした調査である。   

（19） 委員研修の開催回数平均（n＝889）  

平均   

都道府県主催   0．1   

広域連合主催   0．8   

市区町村主催   0．1   

その他主催   1．1   

合計   1．0   

※1自治体において開催された研修回数の全国平均を示す。  
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委員研修開催回数（n＝889）  （20）   

≡忘こ「  □0回  コ1回  冠2回  国3回  

※1自治体における研修開催回数の分布を示す。  

（21） 委員研修主催回数（∩＝889）  

＝＝  

206％   
＿  ニ÷†・‥二∴  

▼【▼■‾仙一‾‾‾‾▼‾ 】  ＋ 【 ノー  

71．5％   

」 二仙一一一 】   
し一＿∴〝，－＿【【「▼   

0％  

「－一▼▼  L⊥竺  

．し              ＿＿         ▼＿  ＿  ，．．．＿＿1  

40％   100％  20％  

こ＝回  さ2回  目3回  ヨ4回以上 1  

※1自治体における研修主催回数の分布を示す。  

（22）認定調査員テキストの修正点を解説した音声付きパワーポイントの活用（∩＝889）  

研修会等で上映した  

DVDを複製して介護認定審査会委員すべてに配布・貸与した   

DVDを複製して希望する介護認定審査会委員に配布・貸与した  

特に対応していない  

その他  

0％  20％  40％  60％  80％  
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（23）要介護認定調査員ブロック研修会の模様を収録したDVDの活用（∩＝889）  

研修会等で上映した  

DVDを複製して介護認定審査会委員すべてに配布・貸与した   

DVDを複製して希望する介護認定審査会委員に配布・貸与した  

特に対応していない  

その他  5．8％  

E讐竺＿＿＿斗  

0％  20％  40％  60％  80％  100％   

（24） 要介護認定適正化事業のホームページヘのリンクを自治体のホームページに掲示したか  

（n＝889）  

20％  40％  

口した  ロしていない  

（25）要介護認定適正化事業のホームページを委員に告知した割合（n＝889）  

□0割（していない）   □2割未満  団2割以上4割未満  

日6割以上8割未満  ロ8割以上10割未満  ロ10割  

田4割以上6割未満  

辺不明  

（26） 9月30日付「要介護認定等の方法の見直しに係るQ＆A」を自治体のホームページに掲示し  

たか（∩＝889）  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

口していない  田無回答   
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（27）9月30日付「要介護認定等の方法の見直しに係るQ＆A」を委員に告知した割合（n＝889）  

＝＝二二二二二＝二二二二＝二＝  

】  

66．7％  

TナmT l  
b．4％「「     llllノ■l■llリ  

Ill t lll  

0．2％  

2・  

二10割（していない）   □2割未満  囚2割以上4割未満  掴4割以上6割未満  

ヨ6割以上8割未満  ヨ8割以上10割未満  封10割  召不明  

（28）介護認定審査会委員テキスト2009改訂版（紙媒体）の配布状況（∩＝889）  

「
田
m
H
皿
日
 
 
誌
 
 0．0％  99．3％  

」「▼▼  
〉 し 【 【‖一」」＿＿【【、椚＿u▲一一斗■－〟＿．¶【▼＿」＿】＿＿ 

0％  20％  40％  60％  

ロおおよそ全員に配布した  

越半数には満たないが配布した  

己全員ではないが、半数以上には配布した  

Llほとんど配布していない  

（29） 介護認定審査会委員への研修における説明状況   

①研修で扱ったそれぞれの内容に対する説明（研修を主催した自治体のみ）（n＝253）  

認定調査員テキスト改訂版の   
修正内容についての説明  

二次判定における介護の手間にかかる   
審査判定の方法についての説明  

介護認定審査会として付する意見  
についての説明  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

（n＝253自治体等）  

コ特に重点的に説明した  D内容に関して一通りは説明した  ヨほとんど説明していない  
」  
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②研修で扱ったそれぞれの内容に対する説明（研修を主催した自治体のうち、8割以上の介護認   

定審査会委員が研修を受講した自治体のみ）（n＝166）  

認定調査員テキスト改訂版の   
修正内容についての説明  

ニ次判定における介護の手間にかかる   
審査判定の方法についての説明  

介護認定審査会として付する意見  
についての説明  

80％  100％  

（n＝166自治体等）  

0％  20％  40％  60％  

■ 
至車重垂二］  l ＝特に重点的に説明した  口内容に関して一遇りは説明した  

③研修で扱ったそれぞれの内容に対する説明（研修を主催した自治体＋都道府県の回答）（∩＝534）  

認定調査員テキスト改訂版の   
修正内容についての説明  

ニ次判定における介護の手間にかかる   
審査判定の方法についての説明  

介護認定審査会として付する意見  
についての説明  

80％  100％  

（n＝534自治体等）  

0％  20％  40％  60％  

に説明した  口内容に関して一通りは説明した  野ほとんど説明していない  

※ 都道府県、研修を主催した市町村等、研修を主催しておらず都道府県主催の研修会にのみ参加  

した市町村等からの回答結果を集計した。なお、研修を主催しておらず都道府県主催の研修会  

にのみ参加した市町村等からの回答は、当該市町村等が所属している都道府県からの回答と同  

じ回答とし集計している。  
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（市町村へ依頼した調査票）  

別紙  

研修実施状況調査  

平成21年11月30日現在の状況でお答えください。  

ヨ．墓遂 慌薫陛轄詣                 ‾ 

問1 責自治体の基本情報に関して入力してください。  

①黄白治体における本調査の担当部署名等について入力してください。必要に応じて当調査事務局か   

ら問い合わせをさせていただくことがございます。  

担当部署名（係名まで）  

FAX 番 号  電話番号  

塁．認麓講義苺譲施 ・済法            1  
問2 貴自治体の被保険者に対する認定調査はどのように実施していますか。（1つを選択）なお、2、  

3を選択した場合は該当する自治体の保険者番号を選択してください。ただし、住民票を移して  

いない被保険者の調査を他自治体に委託する、または他自治体から受託する等の例外は含めずに  

お答えください。  

1．単独で実施（貴自治体の被保険者のみを対象に認定調査業務を実施） →間3へ  

2．単独で実施（認定調査の受託等をしており、貴自治体が黄白治体の被保険者に加え、黄白治体以  

外の申請者を対象に認定調査を実施する。）→問3へ   

受託している自治体の自治体番号（WEB上で検索できます）  

（  

3．認定調査を行っておらず、他自治体に委託等している →問9へ   

委託先自治体の自治イ本番号（WEB上で検索できます）  

－   

4．認定調査を行っておらず、他自治体に委託等もしていない（広域連合、一部事務組合等の場合）  

→問9へ  

問3～問8は、問2で「1」または「2」と回答した場合のみご回答いただきます。  

問3 平成21年度の上半期において、黄白治体が実施した－か月あたりの平均的な調査件数及び、そ  

のうち自治体職員もしくは事務受託法人が調査を行う割合をお答えください。  

2割以上   4割以上   6割以上  8割以上   
自治体職員・事務  2害tl未満  

4割未満   6割未満   8割未満  10割未満  
10割  

受託法人による調  

査の割合  1．  2．   3．   4．   5．   6．   

1．   



問4 平成21年ユ旦＿旦から再改訂された認定調査に関して、「自治体職員・事務受託法人」と「委託事  

業者」それぞれで現在、実務に携わっている全認定調査員のうち、研修を受けた調査員がどの  

程度いるかについて、おおよその割合をお答えください。研修の実施主体（市町村、広域連合、  

都道府県、要介護認定調査員ブロック研修会等）は問いません。なおテキスト及びDVDの配付  

等は含みません。（それぞれ1つを選択）  

2割以上  4割以上  6割以上  8割以上   
2割未満  10割   

委託して  

4割未満  6割未満  8割未満  10割未満  不明                いない   

自治体職員・  
1．   2．   3．   4．   5．   6．   7．  

事務受託法人  

委託事業者   1．   2．   3．   4．   5．   6．   7．   8．   

問5 平成21年10月から再改訂された認定調査に関して、貴自治体の認定調査の実務に携わってい  

る調査員が参加対象に含まれている「認定調査員研修」は何回開催されましたか。主催者別に  

お答えください。うち、黄白治体主催の回数もお答えください。ただし、‡旨尊者研修と要介護  

認定調査員ブロック研修会は含みません。  

うち貴自治体主催回数   

① 都道癖県主催   回  

（∋ 広域連合・一部事務組合主催   回   回   

③ 市町村主催   回   回   

④ その他主催（  ）   回  

問6 黄白治体主催の認定調査員研修等の実施状況についてお答えください。（あてはまるものすべ  

てを選択）   

（1）認定調査員テキストの修正点を解説した音声解説付きパワーポイント（改訂版テキストにおけ  

る調査のポイント解説教材）は活用されましたか。※平成21年8月26日付けで各自治体に配付  

されたDVDの1枚です（WEBでも公開されています）  

（2）平成21年8月28日付けで各自治体に配布した要介護認定調査員ブロック研修会の模様を収録   

したDVDは活用されましたか。  

「「瀾   



（3）要介護認定適正化事業のWEBサイト（WWW．nintei．net）について、その告知の方法に関してお  

答えください。   

①要介護認定適正化事業のWEBサイト（www．nintei．net）について、貴自治体のWEBサイトにリン   

クを掲示しましたか。  

1．した  

2．していない（WEBサイトがない場合も含む）  

②要介護認定適正化事業のWEBサイト（www．nintei．net）について、どの程度の認定調査員または認   

定調査員の所属する事業所に内容やアドレス・リンクを告知しましたか。  

0割（して   2割以上  4割以上  6割以上  8割以上   

いない）  2割未満  
10割   不明  

1．   2．   3．   4．   5．   6．   7．   8．   

（4）9月30日付けの「要介護認定等の方法の見直しに係るQ＆A」について、その告知の方法に関し  

てお答えください。   

①9月30日付けの「要介護認定等の方法の見直しに係るQ＆A」について、黄白治体のWEBサイトに   

リンクまたは、PDF等のファイルを掲示しましたか。  

1．した  

2．していない（WEBサイトがない場合も含む）  

②9月30日付けの「要介護認定等の方法の見直しに係る0＆A」について、どの程度の認定調査員また   

は認定調査員の所属する事業所に内容や掲示されているWEBサイトのアドレスを告知しましたか。  

0割（して  2割未満   2割以上  4割以上  6割以上  8割以上   

いない）  4割未満  6割未満  8割未満  10割未満   
10割   不明  

1．   2．   3．   4．   5．   6．   7．   8．   

問7 黄白治体では、認定調査員のうち、毎月概ね5件以上の調査を行う調査員に対して「認定調査  

員テキスト2009（改訂版）」をどの程度に配布しましたか。電子媒体と紙媒体それぞれに関して  

お答えください。正確な割合が分からない場合は、事務局の方の感覚で構いません。  

電子版（PDF等）   鞭媒体   

自治体職員・   1．おおよそ全員に配布した   1．おおよそ全員に配布した   

事務受託法人   2．全員ではないが、半数以上には  2．全員ではないが、半数以上には  

配布した   配布した  

3．半数には満たないが配布した   3．半数には満たないが配布した  

4．ほとんど配布していない   4．ほとんど配布していない   

委託事業者   1．おおよそ全員に配布した   1．おおよそ全員に配布した  

2．全員ではないが、半数以上には  2．全員ではないが、半数以上には  

配布した   配布した  

3．半数には満たないが配布した   3．半数には満たないが配布した  

4．ほとんど配布していない   4．ほとんど配布していない  

5．委託をしていない   5．委託をしていない   
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問8は、問5で「黄白治体主催回数」を1回以上と回答した場合のみお答えいただきます。  

問8 黄白治体主催の研修で扱われた内容に関して、以下の項目の説明がどの程度行われたかをお答  

えください。（それぞれ1つを選択）   

（1）昨年度までの方式と比べ、介護認定審査会でより特記事項が重視される方式となったことにつ  

いての説明  

1．特に重点的に説明した  

2．内容に関して－通りは説明した  

3．ほとんど説明していない（資料やテキスト等の配布のみの場合も含む）  

（2）実際に試行した結果と日頃の状況が異なる場合は、より頻回な状況に基づいて選択を行い、具  

体的な内容を特記事項に記載することについての説明 （認定調査員テキスト改訂版P18、  

20～21、27）  

1．特に重点的に説明した  

2．内容に関して一通りは説明した  

3．ほとんど説明していない（資料やテキスト等の配布のみの場合も含む）  

（3）実際に行われている介助が不適切な場合は、その理由を特記事項に記載した上で、適切な介助  

を選択することについての説明（認定調査員テキスト改訂版P18、24～25）  

1．特に重点的に説明した  

2．内容に関して一通りは説明した  

3．ほとんど説明していない（資料やテキスト等の配布のみの場合も含む）  

（4）選択肢の選択の際に、選択肢の選択基準に含まれていないことであっても介護の手間に関係す  

る内容があれば、特記事項に記載することが重要であることについての説明（認定調査員テキ  

スト改訂版P18～19、23、要介護認定等の方法の見直しに係るQ＆A問21）  

1．特に重点的に説明した  

2．内容に関して一通りは説明した  

3．ほとんど説明していない（資料やテキスト等の配布のみの場合も含む）  

（5）実際に介護の手間が発生しているにも関わらず、いずれの基本調査項目にも当該介護の手間に  

対応した項目が設定されていないために、実際に発生している介護の手間を基本調査項目の選  

択肢の選択によって反映することができない場合は、基本調査項目の中で、もっとも類似する  

又は関連する調査項目の特記事項等に、具体的な介護の手間の内容と頻度を記載することにつ  

いての説明。（認定調査員テキスト改訂版P22、27、28、157、要介護認定等の方法の  

見直しに係るQ＆A問21）  

1．特に重点的に説明した  

2．内容に関して一通りは説明した  

3．ほとんど説明していない（資料やテキスト等の配布のみの場合も含む）   

▲ごヱ   



±二」堅萱撃呈三三三 

問9 平成21年度、黄白治体の介護認定審査会はどのように設置していますか。（1つを選択）また、  

2、3を選択した場合は該当する自治体の自治体番号を選択してください。  

‾仁 単独で設置→問10へ  

2．複数で設置（貴自治体が審査会事務局の運営を行う）→問10へ   

構成する自治体の自治体番号（WEB上で検索できます）   

（  

3．複数で設置（貴自治体以外が、審査会事務局の運営を行う）→調査終了です   

審査会事務局を運営する自治体の自治体番号（WEB上で検索できます）   

（  

問10 平成21年10月から再改訂された介護認定審査会テキストに関して、黄白治体の介護認定審査  

会委員のうち、介護認定審査会重量埋墜を受けた委員がどの程度いるかについて、おおよその  

割合をお答えください。研修の実施主体（市町村、広域連合、都道府県等）は問いません。な  

お、テキストやDVDの配付等のみを行った場合は含みません。（それぞれ1つを選択）  

2割以上  

2割未満   4割未満  4以 6割未満  6以 8割未満  8以上 10割未満   
10割   不明   

介護認定審査会委  
1．   2．   3．   4．   

員  
5．   6．   7．   

問11平成21年10月から再改訂された認定調査及び介護認定審査会テキストに関して、貴自治体の  

介護認定審査会委員が参加対象に含まれている「介護認定審査会委員研修」は何回開催されま  

したか。主催者別にお答えください。うち、貴自治体主催の回数もお答えください。ただし、  

要介護認定調査員ブロック研修会は含みません。  

うち貴自治体主  

催回数   

① 都道府県主催   回  

② 広域連合－一部事務組合主催   回   回   

③ 市町村主催   回   回   

④ その他主催（  ）   回  

問12 貴自治体主催の介護認定審査会重量研修等における認定調査員テキストの改定に関する説明の  

実施状況についてお答えください。（あてはまるものすべてを選択）   

（1）認定調査員テキストの修正点を解説した音声解説付きパワーポイント（改訂版テキストにおけ  

る調査のポイント解説教材）は活用されましたか。※各自治体に配付されたDVDの1枚です（WEB  

でも公開されています）   



（2）要介護認定調査員ブロック研修会の模様を収録したDVDは活用されましたか。  

（3）要介護認定適正化事業のWEBサイト（www，nintei．net）について、その告知の方法に関してお   

答えください。  

（3）①は、問6でお答えいただいている場合には、画面上では表示されません。  

①要介護認定適正化事業のWEBサイト（www，nintei．net）について、貴自治体のWEBサイトにリン   

クを掲示しましたか。  

1．した  

2．していない（WEBサイトがない場合も含む）  

②要介護認定適正化事業のWEBサイト（www，nintei．net）について、どの程度の介護認定審査会委員   

に内容やアドレス・リンクを告知しましたか。  

0割（して  2割未満   2割以上  4割以上  6割以上  8割以上   

いない）  4割未満  6割未満  8割未満  10割未満   
10割   不明  

1．   2．   3．   4．   5．   6．   7．   8．   

（4）9月30日付けの「要介護認定等の方法の見直しに係る0＆A」について、その告知の方法に関し   

てお答えください。  

（4）①は、問6でお答えいただいている場合には、画面上では表示されません。  

①9月30日付けの「要介護認定等の方法の見直しに係るQ＆A」について、貴自治体のWEBサイトに   

リンクまたは、PDF等のファイルを掲示しましたか。  

1．した  

2．していない（WEBサイトがない場合も含む）  

（∋9月30日付けの「要介護認定等の方法の見直しに係る0＆A」について、どの程度の介護認定審査会   

委員に内容や掲示されているWEBサイトのアドレスを告知しましたか。  

0割（して  2割未満   2割以上  4割以上  6割以上  8割以上   
いない）  4割未満  6割未満  8割未満  10割未満   

10割   不明  

1．   2．   3．   4．   5．   6．・   7．   8．   

問13 黄白治体では、介護認定審査会委員に対して「介護認定審査会委員テキスト2009（改訂版）」を  

6   



どの程度に配布しましたか。電子媒体と紙媒体それぞれに関してお答えください。正確な割合  

が分からない場合は、事務局の方の感覚で構いません。  

電子版（PDF等）   紙媒体   

1．おおよそ全員に配布した   1．おおよそ全員に配布した   

2．全員ではないが、半数以上には  2．全員ではないが、半数以上には   
配布した   配布した   

3．半数には満たないが配布した   3．半数には満たないが配布した   

4．ほとんど配布していない   4．ほとんど配布していない   

問14は、問11で「貴自治体主催回数」を1回以上と回答した場合のみお答えいただきます。  

問14 貴自治体の主催の研修で扱われた内容に関して、以下の項目の説明がどの程度行われたかをお  

答えください。（それぞれ1つを選択）   

（1）認定調査員テキスト改訂版の修正内容（認定調査方法の変更点）についての説明  

1＿ 特に重点的に説明した  

2．内容に関して一通りは説明した  

3．ほとんど説明していない（資料や≠キスト等の配布のみの場合も含む）  

（2）二次判定における介護の手間にかかる審査判定の方法についての説明（審査会委員テキスト改  

訂版P21～25）※特に、10月からの認定調査員テキストの改訂内容を踏まえると介護の手間  

を二次判定で適切に反映させるためには、特記事項の記載内容がより重要となっていることについ  

ての説明  

1．特に重点的に説明した  

2．内容に関して－通りは説明した  

3．ほとんど説明していない（資料やテキスト等の配布のみの場合も含む）  

（3）介護認定審査会として付する意見（認定有効期間■療養に関する意見）についての説明（審査   

会委員テキストP29～32）  

1．特に重点的に説明した  

2．内容に関して－通りは説明した  

3．ほとんど説明していない（資料やテキスト等の配布のみの場合も含む）  

7   



（都道府県へ依頼した調査票）  

別紙  

10月からの要介護認定方法の見直しに係る研修実施状況調査  

平成21年11月30日現在の状況でお答えください。  

（※当てはまる選択肢の番号を回答欄に記入してください。）  

【認定調査員研修について】  

問1黄白治体主催の研修で扱われた内容に関して、以下の項目の説明がどの程度行われたかをお答   

えください。（それぞれ1つを選択） 

【回答欄】  

（2）   （3）   （4）   （5）  

（1）昨年度までの方式と比べ、介護認定審査会でより特記事項が重視される方式となったことにつ  

いての説明  

1．特に重点的に説明した  

2．内容に関して一通りは説明した  

3．ほとんど説明していない（資料やテキスト等の配布のみの場合も含む）  

（2）実際に試行した結果と日頃の状況が異な．る場合は、より頻回な状況に基づいて選択を行い、具  

体的な内容を特記事項に記載することについての説明（認定調査員テキスト改訂版P18、2  

0～21、27）  

1∴ 特に重点的に説明した  

2．内容に関して一通りは説明した  

3．ほとんど説明していない（資料やテキスト等の配布のみの場合も含む）  

（3）実際に行われている介助が不適切な場合は、その理由を特記事項に記載した上で、適切な介助  

を選択することについての説明（認定調査員テキスト改訂版P18、24～25）  

1．特に重点的に説明した  

2．内容に関して一遇りは説明した  

3．ほとんど説明していない（資料やテキスト等の配布のみの場合も含む）  

（4）選択肢の選択の際に、選択肢の選択基準に含まれていないことであっても介護の手間に関係す  

る内容があれば、特記事項に記載することが重要であることについての説明（認定調査員テキ  

スト改訂版P18～19、23、要介護認定等の方法の見直しに係るQ＆A問21）  

1．特に重点的に説明した  

2．内容に関して一通りは説明した  

3．ほとんど説明していない（資料やテキスト等の配布のみの場合も含む）  

（5）実際に介護の手間が発生しているにも関わらず、いずれの基本調査項目にも当該介護の手間に  

対応した項目、が設定されていないために、実際に発生している介護の手間を基本調査項目の選  

択肢の選択によって反映することができない場合は、基本調査項目の中で、もっとも類似する  

又は関連する調査項目の特記事項等に、具体的な介護の手間の内容と頻度を記載することにつ  

いての説明。（認定調査員テキスト改訂版P22、27、28、157、要介護認定等の方法の  

見直しに係るQ＆A間21）  

1．特に重点的に説明した  

2．内容に関して一通りは説明した  

3．ほとんど説明していない（資料やテキスト等の配布のみの場合も含む）  
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臣介護認定審査会委員研修について】   

問2 黄白治体の主催の研修で扱われた内容に関して、以下の項目の説明がどの程度行われたかをお  

答えください。（それぞれ1つを選択）  

【回答欄】  

皿  （2）  （3）  
（1）認定調査員テキスト改訂版の修正内容（認定調査方法の変更点）についての説明  

1．特に重点的に説明した  

2．内容に関して－通りは説明した  

3．ほとんど説明していない（資料やテキスト等の配布のみの場合も含む）  

（2）二次判定における介護の手間にかかる審査判定の方法についての説明（審査会委員テキスト改  

訂版P21～25）※特に、10月からの認定調査員テキストの改訂内容を踏まえると介護の  

手間を二次判定で適切に反映させるためには、特記事項の記載内容がより重要となっているこ  

とについての説明  

1．特た重点的に説明した  

2．内容に関して一通りは説明した  

3．ほとんど説明していない（資料やテキスト等の配布のみの場合も含む）  

（3）介護認定審査会として付する意見（認定有効期間・療養に関する意見）についての説明（審査  

会委員テキストP29～32）  

ト 特に重点的に説明した  

2．内容に関して一通りは説明した  

3．ほとんど説明していない（資料やテキスト等の配布のみの場合も含む）  
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当日机上配布資料  

再申請者の二次判定結果の   

要介護度区分の比較  

平成18年10・11月判定  
（n＝729）  

平成19年10・11月判定  
（n＝82り  

平成20年10・11月判定  
（n＝695）  

0％   10％   20％   30％   40％   50％   60％   70％   80％   90％ 100％  

ロ非該当  □要支援1 団要支援2 ロ要介護1  □要介護2  日要介護3  日要介護4  日要介護5   



当日机上配付資料  結城委員提出資料   

①自治体（基準別一次判定結果の要介護度別分布）  ％  

非該当  要支援1  要支援2  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   
2008年度（2006年版基準）   6．7   22．5   31．7  9．8   10．4   9．7   9．2   
2009年度（2009年版基準）5月～9月   8．3   28．1   14．5  1（；．7   8．5   8．0   7．8   8．1   
2009年（2009年改訂版基準）10月～12月   6．4   26．3   12．9  17．0   10．4   10．9   8．2   7．9   

②自治体（基準別一次判定結果の要介護度別分布）  ％  
非該当  要支援1  要支援2  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   

2008年度（2006年版基準）   4．1   17．2   35．8  14．2   10．5   10．1   8．1   
2009年度（2009年版基準）4月～9月   5．4   23．8   17．9  16．5   12．7   8．7   8．4   6．6   
2009年（2009年改訂版基準）10月～12月   2．2   18．6   15．8  18．2   16．4   12．5   10．3   6   

③自治体（基準別一次判定結果の要介護度別分布）  ％  
非該当  要支援1  要支援2  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   

2008年度（2006年版基準）   1．2   11．5   40．5  16．5   10．8   9．4   10．1   
2009年度（2009年版基準）4月～9月   4．2   21．5   15．1   18．2   14．4   7，1   10．6   8．9   
2009年（2009年改訂版基準）10月～12月   2．8   18．5   15．1   20．2   16．6   7．9   10．6   8．3   

④自治体（基準別一次判定結果の要介護度別分布）  ％  
非該当  要支援1  要支援2  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   

2008年度（2006年版基準）   2．1   11．4   35．7  15．8   13．5   12．2   9．3   
2009年度（2009年版基準）4月～9月   6．7   17．8   13．3  15．6   15．7   10．7   11．5   8．7   
2009年（2009年改訂版基準）10月～12月   3．1   12．4   15．4  19．5   18．4   13．1   10．7   7．4   

⑤自治体（基準別一次判定結果の要介護度別分布）  ％  
非該当  要支援1  要支援2  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   

2008年度（2006年版    準）   1．0   12．4   19．0   13．8   17．6   15．7   9．9   10．6   
2009年度（2009年版    準）4月～9月   0．3   10．2   20．8   13．7  17．8   13．3   13．4   10．5   
2009年（2009年改訂    基準）10月～12月   0．8   9．4   15，7   18．1   18．0   15．1   13．0   9．9  



⑥自治体（基準別一次判定結果の要介護度別分布）  ％  
非該当  要支援1  要支援2  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   

2008年度（2006年版基準）   4．3   20．3   32．6  10．9   10．4   10．6   10．9   

2009年度（2009年版基準）4月～9月   12．9   22．6   10．9   17．3   9．8   8．6   9．1   8．8   

2009年（2009年改訂版基準）10月～12月   7．9   21．9   13．0   15．6   12．1   9．8   10．1   9．6   

⑦自治体（基準別一次判定結果の要介護度別分布）  ％  
非該当  要支援1  要支援2  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   

2008年度（2006年版基準）   3．5   14．9   34．4  14，2   14．0   10．0   9．0   
2009年度（2009年版基準）4月～9月   5．0   19．4   15．1  20．4   13．1   9．0   9．5   8．5   
2009年（2009年改訂版基準）10月～12月   4．0   19．4   16．8   19．0   13．3   9．1   9．7   8．7   

⑧自治体（基準別一次判定結果の要介護度別分布）  ％  
非該当  要支援1  要支援2  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5   

2008年度（2006年版基準）   5．0   20．0   33．2  11．2   10．2   9．7   10．7   
2009年度（2009年版基準）4月～9月   8．0   22．0   13．8  17．8   11．3   7．9   9．9   9．3   
2009年（2009年改訂版基準）10月～12月   5．0   21．9   15．9  18．1   11．7   7．6   10．5   9．3  



平成21年10月からの要介護認定方法の見直しに係る検証について  

平成22年1月15日  

要介護認定の見直しに係る検証・検討会  

（1）平成21年7月28日に開催された、第3回の要介護認定の見直しに係る検証・検討   

会では、昨年4月の要介護認定方法の見直しにより、非該当者及び軽度者の割合が増加   

したこと等を踏まえ認定調査員テキストを修正し、修正の考え方や内容を自治体等に十   

分に周知すべきとした。  

また、厚生労働省に対し、見直し後の要介護認定の実施状況につい て、本検証・検討   

会に報告するよう求めた。   

（2）本検証・検討会の指摘を受けて、厚生労働省において、認定調査員テキストが修正さ   

れ、市町村への情報提供や調査員等に対する研修が行われた上で、昨年10月より市町   

村等において新たな方法による要介護認定が開始された。今回、その実施状況につい   

て、厚生労働省から報告があった。   

（3）まず、昨年4月から9月までに新規に要介護認定申請を行い、非該当者となった方等   

に対し、市町村から再申請等を勧奨した結果、より適切な要介護認定となった。   

4月からの見直しで影響があった方に対し、厚生労働省、自治体等の適切な連携により、   

迅速な対応が図られ、要介護認定の現場が概ね安定したことについては、一定の評価   

ができる。   

（4）次に、要介護認定のバラツキについては、全体的に相当程度小さくなっていることか   

ら、平成21年4月以降の見直しによって、要介護認定のバラツキを抑えるという制度   
改正の目的は一定程度達成できたと考えられる。   

（5）ただし、要介護度別の分布については、昨年4月からの見直しと比べると非該当者及   

び軽度者の割合は大幅に減少し、概ね同等の分布となったものの、過去3年と比べて   

一部の軽度者の割合が若干大きくなっていることも事実である。   

（6）本検証・検討会としては、これらの結果や、特記事項の活用が不十分であると思われ   

る状況などを踏まえ、厚生労働省に対し、今後、各自治体等においてより充実した研   

修が実施されるよう対応を徹底するとともに、認定調査及び介護認定審査会における   

特記事項の活用について改めて周知することを求めたい。   

（7）以上により、平成21年4月に行われた要介護認定の見直しに伴う混乱については、   

ほぼ終息し、本検証・検討会の目的は概ね達成できたものと判断し、本検証・検討会は、   

今回で終了することとする。   

（8）なお、今後の要介護認定のあり方等につい ては、介護保険制度全般の見直しに向けた   

議論の方向性を待って、公開の場で議論を進めていくことが適当である。   




